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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
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回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

(1）連結経営指標等      

売上高（千円） 14,616,19014,765,47016,510,76816,121,03713,021,447

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
256,884 402,211 358,488 360,585△311,975

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
89,013 165,187△1,495,615184,528△1,785,934

純資産額（千円） 7,583,6228,901,4747,680,4367,560,0315,510,947

総資産額（千円） 15,396,11516,541,85015,072,96515,023,77311,652,765

１株当たり純資産額（円） 654.14 674.61 550.87 540.18 394.03

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円）
7.89 13.71 △109.21 13.34 △128.52

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
7.30 13.29 － 13.24 －

自己資本比率（％） 49.3 53.8 50.5 50.0 47.0

自己資本利益率（％） 1.2 2.0 － 2.4 －

株価収益率（倍） 110.3 55.8 － 31.6 －

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△922,965 776,712 627,9181,454,727△280,190

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△675,619△753,139△695,415△667,411△368,401

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
1,708,513469,083△179,001△336,346△240,605

現金及び現金同等物の期末残高

（千円）
1,475,3571,975,0261,729,9842,161,2021,243,571

従業員数　　　　　　（人）

（ほか、平均臨時雇用者数）

517

(682)

478

(831)

436

(914)

454

(926)

425

(839)

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 13,657,29112,672,32513,755,45114,004,41711,184,542

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
236,847 271,363 192,528 241,622△260,282

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
104,226 64,913△1,662,426 5,705△2,027,041

資本金（千円） 2,544,8453,156,8473,320,1703,320,2413,320,241

発行済株式総数（株） 11,600,00013,201,92813,824,92813,895,92813,895,928

純資産額（千円） 7,829,9879,023,6567,559,0877,354,4375,156,931

総資産額（千円） 15,327,93215,942,31214,320,09014,405,43110,833,033

１株当たり純資産額（円） 675.00 683.52 546.78 529.26 371.12

１株当たり配当額（うち１株当

たり中間配当額）（円）

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

5.00

(5.00)

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円）
9.24 5.38 △121.19 0.41 △145.88

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
8.55 5.22 － 0.41 －

自己資本比率（％） 51.1 56.6 52.8 51.1 47.6

自己資本利益率（％） 1.4 0.8 － 0.1 －

株価収益率（倍） 94.2 142.2 － 1,029.3 －

配当性向（％） 108.3 185.9 － 2,439.0 －

従業員数　　　　　　（人）

（ほか、平均臨時雇用者数）

489

(203)

447

(178)

404

(129)

407

(56)

385

(46)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成16年８月３日開催の取締役会において、旧商法第280条ノ20にもとづき新株予約権の発行を決議いたしま
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した。この新株予約権の行使により第33期に発行いたしました普通株式数は400,000株であります。

この結果、発行済株式の数は11,600,000株となりました。 

３　平成17年９月13日開催の取締役会において決議した、旧商法第280条ノ20にもとづき発行した第３回新株予約

権の行使、および旧商法第341条ノ２にもとづき発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付与

された新株予約権の行使により、第34期末において、発行済株式総数は1,601,928株増加いたしました。

この結果、発行済株式の数は13,201,928株となりました。 

４　第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額および第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５　純資産の算定にあたり、第35期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和48年２月 東京都渋谷区に、㈱モリテックスを資本金280万円をもって設立し、光ファイバ他各種特殊素材・機

器の輸出入及び国内販売を開始。

昭和55年８月 千葉県市川市に市川工場を新設し、光ファイバ加工品の製造、販売を開始。

昭和57年10月埼玉県比企郡玉川村に玉川事業所を新設（市川工場より移転）。

昭和60年２月 京都市中京区に京都支店を新設。

昭和60年７月 福岡市中央区に福岡営業所（現　福岡支店）を新設。

昭和62年２月 米国カリフォルニア州サンディエゴにモリテックスU.S.A.,INC.（連結子会社）を設立。

全米地区に対する輸出入の拠点とする。

昭和63年11月埼玉県与野市（現　さいたま市）に光機事業所を新設。

平成元年５月 味の素㈱の当社への資本参加に伴い、両社間で技術、販売の提携関係に入る（同社化成品電子材料

の共同開発、当社光ファイバCCD顕微鏡の販売協力等）。

平成２年12月 光機事業所を埼玉県浦和市（現　さいたま市）に移転し浦和事業所と改称。

平成４年１月 関係会社㈱東北モリテックス（持分法適用関連会社）を設立。

平成５年９月 東京都渋谷区に本社ビルを取得し本社を移転。

平成６年11月 バイオ技術センターを新設し、味の素㈱から事業移管を受けた分析用前処理ロボット装置（LCロ

ボ）の製造、販売を開始。

平成７年６月 埼玉県川越市に関東支店（現　北関東支店）を新設。

平成７年８月 名古屋市中区に名古屋営業所（現　名古屋支店）を新設。

平成８年10月 港北技術センターおよびバイオ技術センターを統合して横浜市青葉区に横浜技術センターおよび

横浜技術研究所を開設。

平成９年８月 ㈱コルク（連結子会社）を設立。

平成９年11月 日本証券業協会に当社株式を店頭売買銘柄として登録。

平成10年10月栃木県矢板市に矢板事業所を新設。

平成11年４月 英国ケンブリッジの現地法人モリテックスEUROPE LTD.を、当社100％出資子会社（連結子会社）と

し、当社製品のヨーロッパにおける販売拠点とする。

平成12年３月 中国香港にモリテックス香港有限公司（連結子会社）を設立し、香港および中国深?地区における

マシンビジョン製品および画像関連機器の量産拠点とする。

平成12年４月　矢板事業所がISO9001の認定取得を受ける。 

平成12年12月東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場する。

平成13年４月 大阪府吹田市に大阪支店を新設。

平成15年２月 横浜事業所、横浜技術センター、バイオサイエンスカンパニーの業務を集約統合し、横浜市青葉区に

横浜テクニカルセンターを設置。

平成15年３月 玉川事業所をさいたま事業所（旧浦和事業所）に統合。

平成15年６月 ㈱モリテックス・プレシジョン（持分法適用会社）の株式を取得。

平成16年10月大阪支店を大阪市に移転。 

平成16年12月さいたま事業所および矢板事業所がISO14001の認証取得。 

平成17年１月 米国ベンチャー企業Phoseon Technology,inc.と販売提携し、各種光源の開発とそれらの光源を用

いた検査装置の開発・販売を行うため株式を取得。 

平成17年５月 CCDカメラのベンチャー企業センサーテクノロジー㈱（持分法適用会社）と資本・業務提携。

平成17年６月 米国バイオ企業Illumina,inc.のBead Array技術を活用し、遺伝子発現受託解析サービスを開始。

平成17年９月 横浜支店を廃止。

平成17年11月独立行政法人産業技術総合研究所と共同でアレイ技術によって糖鎖の精密プロファイリングス

キャナーを開発。

平成18年３月 世界初インライン対応液晶配向膜検査装置を開発。

平成19年11月シンガポールにモリテックスSINGAPORE PTE.LTD.（連結子会社）を設立し、東南アジア地域におけ

るマシンビジョン製品の販売・開発拠点とする。

平成20年10月ドイツのSCHOTT AGのグループ会社であるショット日本ホールディング㈱により当社株式の公開買

付が実施され、当企業集団はショットグループの傘下となる。

平成21年３月 関係会社㈱東北モリテックスの株式を譲渡し、持分法適用関連会社から除外。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（株式会社モリテックス）、子会社６社および関連会社２社に

より構成されており、光応用機器事業、機能性材料事業、バイオ関連事業、その他の事業およびそれに付帯する事業を

行っております。

　また、当連結会計年度においては、前連結会計年度より業務提携関係にあったドイツのSCHOTT AGとの提携関係強化

を図るべく、平成20年９月24日にSCHOTT AGと資本・業務提携契約を締結すると共に、SCHOTT AGのグループ会社であ

るショット日本ホールディング株式会社により当社株式の公開買付が実施され、この結果、平成20年10月30日より、当

企業集団はショットグループの傘下に入ることとなりました。

　当企業集団の経営理念に立った多くの事業を推進するため、生産（量産対応）および、新技術調査開発ならびに市場

ニーズに直結したマーケティングを関係会社と共に行い、国内外にわたるネットワークの強化を図り、業績の拡大に

努めております。

  製品の製造にあたりましては、当社の事業所では新製品の開発と試作製造、外注製造に係る半製品の組立と調整、さ

らには客先仕様に合わせたソフトウエア付け、ならびに外注先の指導・管理や品質検査・品質管理等を行っておりま

すが、量産および組み立て用部品製造につきましては関係会社（モリテックス香港有限公司等）ならびに協力会社に

依頼して行っております。

  販売に関しましては、国内における製・商品販売は大部分を当社からエンドユーザーおよび商社に対して販売し、

一部を関係会社（モリテックス販売（株）等）を通じて販売しております。輸出につきましては、主に当社からの直

接販売によるほか、各国の関係会社（モリテックス U.S.A., INC.、モリテッス EUROPE LTD.モリテックス香港有限公

司、モリテックスSINGAPORE PTE.LTD.）を通じて販売しております。

　当企業集団の事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

なお、事業の区分は事業の種類別セグメントと同一であります。

（光応用機器事業）──　会社総数８社

・マシンビジョンシステム

　多成分ガラス光ファイバは当社に於いて生産及び外部よりの仕入れ、また、石英及び高機能光ファイバは当社の矢

板事業所にて生産し、その他の光ファイバは外部よりの仕入れによっております。

　光ファイバを加工した製品の製造は当社および子会社であるモリテックス香港有限公司ならびに他社で行ってお

ります。

　光ファイバ製品の関連機器である光源装置や付属光学製品は、当社にて開発設計し製造しております。一部の部品

や半製品については子会社、関連会社または他社に生産させ、当社にて完成製品を製造しております。

　これらの製品は当社およびモリテックス販売㈱で販売する他、北米においてはモリテックスU.S.A.,INC.、欧州に

おいてはモリテックスEUROPE LTD.、アジアにおいてはモリテックス香港有限公司、モリテックスSINGAPORE PTE.

LTD.が販売を行っております。

　メンテナンス、アフターサービスは全て当社が行っております。

・画像機器

　当社で開発設計し、部品製造又は一部組立を外注先で行わせ、これを当社で完成品としております。

  販売につきましては、前記マシンビジョンシステムの場合と同一であります。

・光通信関連機器

　光コンポーネント・光モジュールならびに自動調芯・組立装置を中心に、当社で開発設計し、部品を外注生産さ

せ、当社で加工・組立・ソフトウェア付けを行って製品化しております。特にDWDM市場は、まずは欧米を中心に展開

していることもあり、海外子会社との連携も密にし推進しております。

　販売およびアフターサービス体制は、前記マシンビジョンシステムの場合と同一であります。

・検査及び計測機器

　光学技術を応用した検査・計測機器の事業化に本格的に着手し、薄膜評価装置「エリプソメータ」や光学部品分

光特性検査システム「Wave cheker」、インラインで形状検査を行う「高速立体画像処理検査システム」などを当

社で製造・販売を行っております。

・光機商品

　光学関連の特殊機器・測定機器等であり、当社が仕入しております。

　販売およびアフターサービス体制は、前記マシンビジョンシステムの場合と同一であります。

（機能性材料事業）──　会社総数３社

・機能性商品

　特殊な商品の輸入販売が主体であり、米国からの輸入仕入は子会社であるモリテックスU.S.A.,INC.経由で仕入れ

ております。

　その他の国からの仕入は当社が行っております。
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　これらの商品は当社およびモリテックス販売㈱で販売を行っております。

・その他製品

　その他製品のうち当事業に属するものは、石英加工品およびシール類であります。

　これらの製品は当社で製造し販売を行っております。

（バイオ関連事業）──　会社総数２社

・バイオ関連

　当社で開発設計して、部品または特注半製品を外注生産させ、当社で組立・加工・ソフトウェア付けを行って製品

化しております。又、HTS装置等の一部大型商品は海外および国内の優良企業から当社で仕入れております。

　販売およびアフターサービス体制は、前記マシンビジョンシステムの場合と同一であります。

（その他の事業）──　会社総数３社

　子会社において一部不動産賃貸料等をおこなっております。
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　以上の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
 資本金又
は出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

(親会社等)      

ショット日本ホールディン
グ株式会社
 

東京都新宿区
 

 3,078,000

株式の取得、保有及
び処分、並びに、会社
経営に関するコンサ
ルティング業務

70.8

　（－） 

当社に商品を販売
し、また当社の製・
商品を販売しており
ます。

SCHOTT Glaswerke
Beteiligungs-GmbH 
 

ドイツ連邦共和
国
マインツ市

千ユーロ

68,100
株式の取得、保有及
び処分に関わる業務

70.8　　　

　（70.8）

該当事項はありませ
ん。 

SCHOTT AG
ドイツ連邦共和
国
マインツ市

千ユーロ

150,000

特殊ガラス製品を中
心とした特殊材料、
部品、システムの開
発・製造

70.8

（70.8）

光応用機器の製造を
委託し、また当社の
製・商品を販売して
おります。

(連結子会社)      

モリテックス
U.S.A.,INC.

San Jose,
CA 95119 
U.S.A.

千米ドル

500

光応用機器事業
機能性材料事業
バイオ関連事業 

100.0

当社に商品を販売
し、また当社の製・
商品を販売しており
ます。
役員兼任あり 

モリテックス
EUROPE LTD.

Cambridge 
CB5 8LA,
U.K.

千英ポンド

877
光応用機器事業 100.0

当社に商品を販売
し、また当社の製・
商品を販売しており
ます。

モリテックス
SINGAPORE PTE.LTD.
 

Singapore
609966

千シンガ
ポールドル

2,000
光応用機器事業 100.0

光応用機器の製造を
委託し、また当社の
製・商品を販売して
おります。
役員兼任あり 
資金援助あり 

モリテックス香港有限公司
（注）２ 

Tsuen 
Wan,N.T.
H.K.

千香港ドル

24,000
光応用機器事業 88.9

光応用機器の製造を
委託し、また当社の
製・商品を販売して
おります。
役員兼任あり 

モリテックス販売株式会社 東京都渋谷区 30,000
光応用機器事業
機能性材料事業

100.0
当社の製・商品を販
売しております。
役員兼任あり 

株式会社コルク 横浜市青葉区 30,000各種役務の提供 100.0
当社に人材派遣を
行っております。

(持分法適用関連会社)      

株式会社モリテックス・
プレシジョン

東京都渋谷区 60,000光応用機器事業 33.3
当社の製・商品を販
売しております。

センサーテクノロジー
株式会社

神奈川県厚木市 45,000光応用機器事業 21.0

光応用機器で使用す
る製品の製造・開発
を委託しておりま
す。
役員兼任あり 

　（注）１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

 

４　平成21年２月26日開催の取締役会において、モリテックス販売㈱を平成21年４月１日を期日として合併する

ことを決定いたしました。

５　平成21年３月26日開催の取締役会において、㈱コルクを平成21年３月30日に解散し、平成21年６月中旬に（予

定）精算結了することを決議いたしました。 

６　平成21年３月26日開催の取締役会において、持分法適用会社である㈱東北モリテックスの株式を譲渡するこ

とを決議し、平成21年３月27日に売却いたしました。

　　今回の譲渡により、㈱東北モリテックスは当社の持分法適用会社から除外いたしました。 

  

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

光応用機器事業 297(837)
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事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

機能性材料事業 16 (－)

バイオ関連事業 56 (－)

その他の事業 － (－)

全社（共通） 56 (2)

合計 425(839)

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。

３　全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門の従業員数であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

385(46) 37.4 8.7 5,569

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。

(3）労働組合の状況

　提出会社において、労働組合は前会計年度に結成されましたが、労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１)業績

当連結会計年度における我が国経済は、年度前半は原油を中心とする原材料価格高騰の中で、景気は足踏み状態で

ありました。年度後半に入ると、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱が国際的に拡大し、企業業績の

悪化と個人消費の落ち込みが顕著となりました。

海外においても、金融市場の信用収縮が実体経済に波及し、世界経済に大きな影響を与えました。

当企業集団の主要販売先である半導体製造装置業界、電子部品実装装置業界、液晶製造装置業界の各業界において

は、年度前半は中国向けの需要が好調であった一部の実装機メーカーが当企業集団の業績を牽引いたしました。

しかしながら、第３四半期以降は景気の後退に伴う個人消費の急激な落ち込みを受け、半導体メーカーの設備投資

凍結・延期が相次いだことから、半導体製造装置業界では受注状況が急速に悪化いたしました。また、電子部品実装装

置業界、液晶製造装置業界においても、個人消費低迷の影響などにより、受注は急減速いたしました。

    この情勢をうけ、第３四半期に入り当企業集団の受注も低迷し、売上高は前年に比して減少いたしました。営業利

益、経常利益も売上高減少の影響により、前年に比べ減少いたしました。

このような事業環境の中、当企業集団では中期３カ年計画「Global 10」の２年目として、計画に基づく事業展開を

図ってまいりました。しかしながら、第３四半期以降は経済環境が事業計画策定時の見通しと大きく異なる形で急速

な悪化を辿ったため、グループ企業の見直しや部門譲渡などの組織再編、雇用調整など、経済環境の急変への対応に重

点を置く結果となりました。

  　また、当連結会計年度においては、前連結会計年度より業務提携関係にあったドイツのSCHOTT AGとの提携関係強化

を図るべく、平成20年9月24日にSCHOTT AGと資本・業務提携契約を締結すると共に、SCHOTT AGのグループ会社である

ショット日本ホールディング株式会社により当社株式の公開買付が実施され、この結果、平成20年10月30日より、当企

業集団はショットグループの傘下に入ることとなりました。

　　なお、当連結会計年度においては、老朽化した生産設備の除却や保有投資有価証券の評価損が発生したことに加え、事

業の将来性についての厳密な査定を実施し、今後の収益化が現時点で見込めない事業の減損損失を計上すると共に、

事業規模に応じた人員適正化を図るべく早期退職優遇制度を実施したことから、そのための特別損失を計上いたしま

した。　

　　以上の結果、当連結会計年度の売上高は13,021百万円（前連結会計年度比19.2％減）となりました。利益面につきま

しては、営業損失は301百万円（前連結会計年度は営業利益320百万円）、経常損失は311百万円（前連結会計年度は経

常利益360百万円）、当期純損失は1,785百万円（前連結会計年度は当期純利益184百万円）となりました。

この結果を受け、当連結会計年度は配当金についても見直さざるを得ないこととなり、期末配当金については無配

といたしました。

    　        

①　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

光応用機器事業　売上高 10,146百万円（前年同期比23.6%減）、営業損失229百万円（前年同期営業利益782百万円）

（マシンビジョンシステム）　

マシンビジョンシステム部門の主要販売先である半導体製造装置業界、電子部品実装装置業界、液晶製造装置業

界の各業界においては、年度前半は一部の実装機メーカーで中国向けの需要が好調でありました。

　　しかしながら、第3四半期以降は景気の後退に伴う個人消費の急激な落ち込みを受け、半導体メーカーの設備投資凍

結・延期が相次いだことから、半導体製造装置業界では受注状況が急速に悪化いたしました。また、電子部品実装装

置業界、液晶製造装置業界においても、個人消費低迷の影響などにより、受注は急減速いたしました。このため当部

門の売上高、営業利益は前年に比べ大きく減少することとなりました。

　以上の結果、当部門の売上高は7,844百万円で、前連結会計年度比25.9％の減少となりました。

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 11/128



（画像機器関連）

画像機器関連部門においては、化粧品業界の顧客の製品入替需要が前年に比べ減少したことから、化粧品業界向

けの肌カウンセリングシステム関連の売上高は前期に比べ減少いたしました。利益面につきましては、前期と比し

て利益率の低い製品の販売が増加したことなどの要因により、前期比で営業損失が拡大いたしました。 　　　　　　

工業製品分野向けＣＣＤマイクロスコープ（スコープマン）については、景気減速の影響により企業の設備投資

が抑制されたことにより、売上高は低調に推移し、営業損失は前期に比べ拡大いたしました。

以上の結果、当部門の売上高は1,492百万円で、前連結会計年度比21.4％の減少となりました。

（光通信関連機器）

光通信関連機器部門では、光通信関連デバイス市場の裾野は着実に拡大しておりますが、FTTH（Fiber To The

Home）向けレンズなどの部品の低価格化が進んでおり、また、景気減速の影響により設備投資が抑制されたことの

影響などにより、売上高は前年に比べ減少いたしました。利益面につきましても、売上高減少の影響により営業損失

は前期に比べ拡大いたしました。

　　以上の結果、当部門の売上高は640百万円で、前連結会計年度比5.4％の減少となりました。

（検査・計測機器）

　　検査・計測機器部門においては、光学技術を応用した製品として液晶配向膜検査装置「LayScan（レイ・スキャ

ン）」、光学部品分光特性検査システム「Wave checker」、シリコンデバイス向け赤外透過検査装置「IRise®」、

およびインライン形状検査装置「高速立体画像処理検査システム」などを販売しております。当連結会計年度にお

いては、赤外透過検査装置「IRise®」を始めとする検査装置の販売が好調でありました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　以上の結果、当部門の売上高は169百万円で、前連結会計年度比27.7％の増加となりました。

機能性材料事業　売上高 1,609百万円（前年同期比4.2%減）、営業利益190百万円（前年同期比90.1%増）

機能性材料事業においては、取扱商品の内、特にメディカル用各種チューブの販売に注力した結果、メディカル用

各種チューブの売上高を伸長させることが出来ました。しかし、前期まで好調であった光通信関連業界向け高純度

石英の売上高が減少し、セグメント全体としての売上高は前年同期に比べて減少いたしました。一方、利益面につい

ては前年同期に比べて利益率が高い製品の売上割合が増加したことや、為替の影響により海外からの仕入価格が低

下したことなどにより、営業利益が増加いたしました。

以上の結果、当部門の売上高は1,609百万円で、前連結会計年度比4.2％の減少となりました。

バイオ関連事業　売上高 1,194百万円（前年同期比14.4%増）、営業損失290百万円（前年同期営業損失532百万円）

バイオ関連事業においては、主力製品である自動精製装置「Ｐｕｒｉｆ」シリーズを中心とする装置類の販売が

好調であったことなどから、売上高は堅調でありました。利益面については、原価低減活動や、営業活動の効率化に

よる、営業損失の縮小を図りました。

なお、当連結会計年度において糖鎖関連の研究開発を行うグライコミクス部門については、部門の位置づけ及び

他事業とのシナジー等を再検討し、本事業領域をコアとする「株式会社GPバイオサイエンス」にグライコミクス部

門を譲渡する契約を締結し、翌連結会計年度第1四半期に事業譲渡を完了することといたしました。

以上の結果、当部門の売上高は1,194百万円で、前連結会計年度比14.4％の増加となりました。

その他の事業　売上高 70百万円（前年同期比35.0%減）、営業利益27百万円（前年同期営業損失29百万円）

その他の事業においては、連結子会社モリテックス香港有限公司による賃料収入などが売上高の主体となってお

ります。

当部門の売上高は70百万円で、前連結会計年度比35.0％の減少となりました。 

 ②　所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　所在地区分の方法については、従来、日本と海外の２区分としておりましたが、当連結会計年度より、アジア地域の

売上高比率が高まったことから、従来の「海外」より「アジア」と「その他」に区分いたしました。

 （日本）

　国内売上高は、マシンビジョンシステム部門において半導体製造装置業界、電子部品実装装置業界、液晶製造装置

業界の各業界において、個人消費低迷の影響などにより各業界における受注が急減速したことから、売上高が減少

いたしました。

　以上の結果、国内の売上高は11,863百万円（前年同期比21.8％減）となり、営業損失は225百万円（前年同期営業

利益296百万円）となりました。 

 （アジア）

　アジアの売上高は、マシンビジョンシステム部門での一部メーカーからの受注が減少したことや、前連結会計年度

に設立したモリテックスSINGAPORE PTE.LTD.において諸経費が発生したことにより、営業損失となりました。

　以上の結果、アジアの売上高は1,729百万円（前年同期比16.4％減）となり、営業損失は148百万円（前年同期営業

損失2百万円）となりました。 
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（その他） 

　その他地域の売上高は、北米地域におけるマシンビジョンシステム部門の販売が好調でありましたが、欧州地域で

は、工業用画像機器の販売が伸び悩みました。

　以上の結果、その他地域の売上高は1,187百万円（前年同期比6.6％増）となり、営業損失は5百万円（前年同期営

業利益31百万円）となりました。

 

(２)キャッシュ・フローの状況

① 当連結会計年度のキャッシュ・フローの概要説明

　 当連結会計年度のキャッシュ・フローは、営業活動により280百万円減少し，投資活動により368百万円減少し、　　

　財務活動により240百万円減少いたしました。この結果、現金及び現金同等物は917百万円の減少となり，期末残高

は1,243百万円（前年同期比42.5％減）となりました。

     ② 各活動別の説明及び前年同期比

     （営業活動によるキャッシュ・フロー）　 

    営業活動の結果使用した資金は280百万円（前年同期は1,454百万円の獲得）となりました。これらの主な要因は

　　　　　　  仕入債務の減少、売上債権の減少および税金等調整前当期純損失の計上等によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）   

  投資活動の結果使用した資金は368百万円（前年同期は667百万円の使用）となりました。これらの主な要因は有

形固定資産の取得による支出等によるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は240百万円（前年同期は336百万円の使用）となりました。これらの主な要因は短

期および長期借入金の返済による支出および配当金の支払額等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント
の名称 

当連結会計年度
自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

前連結会計年度
自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

増減

金額(千円)  構成比(％) 金額(千円)  構成比(％) 金額(千円)  前期比(％)

光応用機器 9,361,252 87.811,093,95890.5△1,732,706△15.6

機能性材料 384,029 3.6 284,238 2.3 99,791 35.2

バイオ関連 922,730 8.6 886,545 7.2 36,184 4.1

その他 － － － － － －

合計 10,668,012100.012,264,742100.0△1,596,730△13.0

　（注）１　金額は販売価格で表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　　当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント
の名称 

当連結会計年度
自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

前連結会計年度
自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

増減

受注高(千円)受注残高(千円)受注高(千円)受注残高(千円)受注高(千円)受注残高(千円)

光応用機器 10,463,109316,34213,209,553766,410△2,746,444△450,067

機能性材料 1,665,48755,8711,711,04592,878△45,558△37,007

バイオ関連 1,256,78162,5711,090,015104,065166,766△41,494

その他 70,854 － 108,986 － △38,131 －

合計 13,456,232434,78416,119,600963,353△2,663,368△528,568

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント
の名称 

当連結会計年度
自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

前連結会計年度
自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

増減

金額(千円)  構成比(％) 金額(千円)  構成比(％) 金額(千円)  前期比(％)

光応用機器 10,146,76677.913,288,95782.4△3,142,190△23.6

機能性材料 1,609,615 12.4 1,679,637 10.4 △70,021 △4.2

バイオ関連 1,194,210 9.2 1,043,457 6.5 150,753 14.4

その他 70,854 0.5 108,986 0.7 △38,133 △35.0

合計 13,021,447100.016,121,037100.0△3,099,590△19.2

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）対処すべき課題

当企業集団では、中期経営計画「Global 10」の3年目として、企業価値の向上を図るべく事業展開をしてまいりま

すが、当企業集団の主力事業であるマシンビジョンシステム部門の主要販売先である半導体製造装置業界、電子部品

実装装置業界、液晶製造装置業界の各業界においては設備投資が極度に抑制され、回復まで相当程度の時間が必要な

ものと見込まれます。

この景気後退局面に対応すべく、中期経営計画「Global 10」については、基本方針に基づき引続き原価低減や経費

節減等に注力していくものの、営業利益率の目標数値である10％の目標数値については、景気後退局面に即した数値

目標へと変更を図ります。

また、当連結会計年度より、当企業集団はショットグループの傘下に入ったことから、ショットグループとの業務シ

ナジーを最大限引き出すことが出来る体制の構築を進めてまいります。

具体的な取り組みについては、以下の通りであります。

［光応用機器事業］

（マシンビジョンシステム）

マシンビジョンシステム部門では、主要販売先である半導体製造装置業界、電子部品実装装置業界、液晶製造装置業

界の各業界において設備投資が抑制されていることに対応するため、在庫低減活動を強化し、キャッシュ・フローの

改善に向けた努力をすすめてまいります。また、品質保証体制の強化、納期改善・コストダウン追求などの顧客対応力

の向上を図ると共に、太陽光発電などの新規分野へのマーケティングを進め、各業界ニーズに即した製品の開発や、最

適なレンズ・照明・カメラのシステム提案によるトータル・ソリューション・サービスを推進し、売上高の確保と利

益率の維持向上に努めてまいります。さらに、ショットグループ各社との連携強化を図り、新製品開発及び海外展開を

加速をしてまいります。

（画像機器部門）

　画像機器部門では、肌カウンセリングシステム分野で、引き続き大手化粧品メーカー向け製品入れ替え需要への対応

や、独自技術による各種センサーや特殊カメラの開発を進め、美容医療、セルフカウンセリング（ドラッグストア）な

どの分野への販売拡大を図ってまいります。また、組織の見直しによるスリム化とプロジェクトマネジメントの強化、

QCDの追求により利益率の向上を図ります。

　工業用製品分野向けCCDマイクロスコープ（スコープマン）分野では、販売・製造体制の見直しによる営業損失の削

減を図ると共に、新製品の開発を進めてまいります。

（光通信関連機器部門）

　光通信関連機器部門では、主力製品である光通信市場向け通信用レンズを中心に、アウトソーシングを含めた生産工

程の効率化を徹底するとともに、品質保証体制の強化、納期の改善、コストダウンの追求などを行い、収益化に向けた

道筋を付けるべく活動してまいります。

（検査・計測機器部門）

　検査・計測機器部門では、マシンビジョンシステム部門が持つ光学技術との融合を図り、次世代の事業の柱となる製

品の開発を進めると共に、既存製品の中での有望製品の重点販売により、事業の拡大を図ってまいります。

［機能性材料事業］

　機能性材料事業では、取扱商材の集中と選択を実施し、医療用カテーテル分野への各種チューブ、各種粒子、シール材

の販売を重点販売品目として営業効率向上を図ると共に、光通信関連業界向け高純度石英の安定供給に向けた活動に

注力し、景気後退局面下における売上高と利益の確保を図ってまいります。 　

［バイオ関連事業］

バイオ関連事業では、当連結会計年度に糖鎖関連の研究開発を行うグライコミクス部門について事業譲渡の決定を行

うなど、事業の選択と集中を図ってまいりましたが、今後とも、一層の選択と集中を加速してまいります。理化学機器

部門では、主力製品である自動精製装置「Purif」シリーズに経営資源の重点配分を図ると共に、遺伝子発現・SNPs

（スニップス：一塩基多型）受託解析サービス部門では、総合受託サービスの提供をしている強みを活かし、売上の

拡大を目指すと共に経費の削減を行い、事業の収益化を目指してまいります。  

　

（２）目標とする経営指標

当社グループでは、コア事業への投資を重点的におこなうことにより、当社グループの強みを再構築して利益体

質の定着化を図り、飛躍的発展に向けた事業基盤の構築をおこなうため、平成20年３月期を初年度とする中期経営

計画「Global 10」を策定し、実行中であります。

  当社グループの目標に対する基本的な考え方は、企業活力の維持や企業価値向上を目指して一定の成長を持続さ

せることを目標としております。中期経営計画「Global 10」では、この方針に基づき、利益体質の定着を目標とし

て最終年度（平成22年３月期）に営業利益率10％の達成を当初目標として、計画の策定をいたしました。しかしな

がら、昨今の経済情勢の急速な悪化を鑑み、計画策定時に目標とした営業利益率10％の達成は非常に困難であると

判断せざるを得ませんでした。

平成22年３月期は中期経営計画「Global 10」の最終年度となりますが、本連結会計年度においては、経済環境の
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急変への対応に重点を置き、企業規模の適正化と市況回復期に向けた施策に注力してまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、「CHANGE」「INNOVATION」「NEW BEGINNINGS」をテーマに、半導体製造装置業界や電子部品実

装装置業界、液晶製造装置業界などを中心として、生産ラインに欠かすことのできないマシンビジョン技術をコア

技術として、多彩な製・商品を市場に投入し、事業規模の拡大を図ってまいりました。

当社グループでは、現在の主力事業であるマシンビジョンシステム部門に加え、次世代の事業の柱として、画像機

器部門、バイオ関連事業の育成を図り、利益体質の定着と飛躍的発展の基盤を構築することを目指し、中期経営計画

「Global 10」を策定し、これを「モリテックス・グループ」の世界戦略の基盤と位置付け、その方針に則り行動し

てまいりました。

　しかしながら、経済環境の急変を受け、次世代事業の育成については一時これを凍結し、コア事業の中でも特に重

点的にマシンビジョンシステム部門へ経営資源の投入をして、独創的で市場性の高い製品の開発に注力すると共

に、経費の徹底的な圧縮により収益力の向上を図り、来るべき市況回復期へ備えてまいります。

また、当社はドイツのショットグループの傘下企業となったことから、ショットグループの持つ強いブランド力

と世界的な販売網、ショットグループの持つ高い技術力を活用してシナジー効果を早急に具現化し、世界展開の加

速を図ってまいります。

中期経営計画「Global 10」の基本方針と取り組み状況は、以下の通りであります。

１．経営資源の再配分による重点事業化、重点投資

・コア事業への経営資源集中による競争力再構築

・生産管理システムの本稼働、情報セキュリティ体制など、情報システムの活用強化

２．QCD（Quality、Cost、Delivery）の追求

・中国工場への生産移管の加速・推進

・品質保証体制の確立および国際標準規格の推進

３．海外展開の推進

・マシンビジョンシステムを中心とした事業の拡大（米国東部、欧州、中国、東南アジア）

・世界的な特殊ガラスメーカーであるSCHOTT（ショット）社との業務提携による積極的な事業展開

４．新製品開発・新規市場開発の推進

・マシンビジョンシステムへの集中的な開発投資

・世界的な特殊ガラスメーカーであるSCHOTT（ショット）社との共同開発の推進

５．コーポレートガバナンスの強化

・事業参入・撤退、投資に関する着実な意志決定ルールの整備

・経営牽制機能の強化

・J-SOXへの確実な取り組み

・中期経営計画の進捗管理・推進体制の確立

６．資本構成の再構築の検討

・事業の成長を促進し、シナジーを実現できるようなアライアンスの推進

７．株主への還元拡大と優遇強化

・株主の声が経営に反映されやすい体制、仕組み作り（IR活動の強化など）

 

（４）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　　当社は、平成18年12月18日および平成19年１月30日開催の当社取締役会決議により、「当社株式の大規模買付行

為に関する対応方針（以下「買収防衛策」といいます。）」を導入いたしましたが、その後、ドイツのSCHOTT AG

のグループ会社であるショット日本ホールディング株式会社（以下「ショット日本ホールディング」といいま

す。）が、平成20年９月25日より当社株式の友好的な株式公開買付を実施し、ショット日本ホールディングは当社

株式の70.8％を取得して、平成20年10月30日付でショット日本ホールディングの親会社であるSCHOTT AGが当社

の親会社となりました。

　　これにより、当社を取り巻く経営環境は、買収防衛策の導入時点と大きく異なることとなり、当社株式に対する大

規模買付行為が発生するリスクが大幅に低下したことから、平成21年3月26日開催の当社取締役会において買収

防衛策の廃止を決議いたしました。

　　従いまして、現時点では当社株式の大規模買付行為に関する特別な防衛策は導入しておりません。

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 16/128



４【事業等のリスク】

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項に

は、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社

グループが判断したものであります。

（１）主力製品への依存に関して　

　当社グループでは、主力製品であるレンズ、光源装置、光ファイバライトガイド、LED照明等を組み合わせた「マ

シンビジョンシステム」を、半導体製造装置業界、電子部品実装装置及び液晶製造装置業界向けを中心にFA用撮

像・画像処理システムとして販売しておりますが、この売上構成割合が相当高くなっております。（平成21年３

月期における当該製品群の売上高は7,844百万円で連結売上高の60.2％）

　半導体製造装置業界、電子部品実装装置及び液晶製造装置業界においては、従来から市況の変動幅が非常に大き

く、現在、景気状況の急速な悪化を受けて業界全体の受注が急減していることから、今後もこの状況が継続する場

合には、当社グループの業績およびキャッシュ・フローに影響が及ぶ可能性があります。

（２）バイオ関連事業に関して

　当社グループが行っている遺伝子発現受託解析サービスにおいては、国内の個別化医療市場が黎明期にあるこ

とから、今後の市場動向によっては、経営計画と時期的な差異が発生する可能性があります。

（３）知的財産権に関して

　当社グループは常にハイテクを指向する研究開発型企業であり、光応用機器事業、バイオ関連事業等の事業領域

には多数の特許権等の知的財産権が存在いたしております。

　当社は管理統括部内に知財・ＩＴ推進グループを設置し、知的財産権を保全するとともに他社の知的財産権の

確認を行っておりますが、近時の知的財産権に対する一般産業界の現状から、将来において知的財産権に対する

疑義を完全に排除するには困難性が見込まれ、対処方法によっては結果として、当社グループの業績に影響が及

ぶ可能性があります。なお、現在、重要な訴訟はありません。

（４）原材料価格に関わるリスクに関して

　当社グループはメーカーとして製品製造に従事しておりますが、原材料価格の急激な高騰が発生した場合など

には、製品の利益率の悪化などにより、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（５）事業部制への組織変更と早期退職優遇制度の影響

　平成21年４月１日に、各事業部門が迅速な部門運営を図るため事業部制への組織変更と共に来期以降に向けた

収益改善のため人員の適正化を図るため早期退職優遇制度を実施いたしました。この事業部制への大幅な組織変

更並びに早期退職優遇制度の実施は、翌期以降の当社の財務報告に係る内部統制の有効性の評価に重要な影響を

及ぼす可能性があります。 
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５【経営上の重要な契約等】

（１）子会社との合併

　当社は、平成21年２月26日開催の取締役会において、連結子会社であるモリテックス販売株式会社を平成21

年４月１日を合併期日として吸収合併することを決議し、４月１日合併いたしました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表（２　財務諸表等（１）財務諸表）注

記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

 

（２）子会社の解散

  当社は、平成21年３月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社コルクを平成21年

３月30日に解散し、清算することを決議し、解散いたしました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表（２　財務諸表等（１）財務諸　表）注

記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

（３）事業の譲渡

　当社は、平成21年３月19日開催の取締役会において株式会社ＧＰバイオサイエンスにバイオ関連事業内の

グライコミクス研究に属する糖鎖関連事業を売却することを決議いたしました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表（２　財務諸表等（１）財務諸表）注記

事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

 

 (４) 業務提携契約 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱モリテックス SCHOTT AG
 ドイ
ツ

 
両当事会社の
共通利益の促
進を目的とし
た業務提携
 

資本業務提携契約 

 平成20年９月24日から
 平成22年９月23日まで
以後平成24年９月23日ま
で自動更新 

 

 (５)　連結子会社においては、経営上の重要な契約等はありません。
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６【研究開発活動】

　当連結会計年度においても、創業時から培ってきたオプトロニクスおよびファイバテクノロジーならびにロボテッ

ク技術をベースに、即効性を重視した高度な技術をより進化させることに努めてまいりました。

　当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は490百万円であります。

　主な事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりであります。

光応用機器事業

①マシンビジョンシステム

　MML関係におきまして、２/３インチ３メガピクセルカメラに対応可能な高画質CCTVレンズ「CCTV　MP３シリーズ」

を開発いたしました。「CCTV　MP３シリーズ」は、高性能化が進むCCTVカメラに対応した高画質CCTVレンズで、歪曲

収差（ディストーション）低減を追求すると共に、モリテックスのCCTVレンズラインナップの中で最高度のレンズ

解析度を誇ります。また、様々なユーザーニーズに対応すべく、フォーカス範囲が最近接時0.2ｍから使用可能な汎

用の高い設計となっております。

　モリテックスの持つ光学技術をふんだんに取り入れた高画質CCTVレンズ「CCTV　MP3シリーズ」を使うことで、従

来以上の高精細画像を得られることとなり、検査精度の向上が期待出来ます。 

②画像機器関連

　コスメティック用肌カウンセリングにおいて、小型軽量なコードレスタイプのハンディー型肌カウンセリング

ツールの「肌色計　スキンカラーセンサー」の開発を行いました。特徴としましては、「ほほ」と「くび」の２箇所

を測定したその肌の色相である「HUE」と明度「Value」を同時表示します。また、「ほほ」の測定結果からメラニ

ン・ヘモグロビンの状態や、20代から50代までの近代別平均的エリアを表示しております。

③光通信関連機器

　FTTH市場をターゲットにした非球面レンズの開発を、環境対策を踏まえながら継続しております。

　　当事業に係わる研究開発費は325百万円であります。

バイオ関連事業 

　医薬品・農薬・化学品などの新規合成化合物を同時かつ個別に精製する2chパラレル精製装置である「Ｐｕｒｉｆ-

ｅｓｐｏｉｒ２」は既存製品「Ｐｕｒｉｆ-α2」、「Ｐｕｒｉｆ-ｃｏｍｐａｃｔ」の上位機種として開発されまし

た。

　コンビケム合成、プロセス化学合成後の各精製工程の自動化支援機器として既に好評を得ている多チャンネル自動

精製システム「Purif 
®
シリーズ」の優れた機能を継承しつつ、更なる精度・小型化を追求しております。

　また、ＣＥ(注.1)やＲｏｈｓ（注.2）対応してることから海外販売進出の製品としての特徴も有しており、更なる海

外展開も視野に含めた仕様となっております。

　この製品は平成21年６月完成予定であります。 

注1.

　ＣＥとは製品が安全規格に適合していることを表すマークです。この表示がつけられることによって、その製品がEU

（欧州連合）のEC指令に適合していることを表明し、EU域内の自由な流通を保証されるものです。

 

注2.

  Ｒｏｈｓとは電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令です。すなわち、EU（欧州連合）域内

において、コンピュータ、通信機器、家電等の電気・電子機器について有害な化学物質の使用を禁止する指令でありま

す。 

　当事業に係わる研究開発費は164百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（１）財政状態の分析

　当連結会計年度における総資産は11,652百万円で前連結会計年度に比べ3,371百万円減少いたしました。

　流動資産の残高は6,671百万円で前連結会計年度に比べ2,149百万円減少いたしました。この減少は主として、現金

及び預金の減少917百万円、売上債権及び未収入金の減少1,297百万円、および短期繰延税金資産の減少153百万円等

によるものであります。

　固定資産の残高は4,981百万円で前連結会計年度に比べ1,221百万円減少いたしました。この減少は主として、固定

資産の除却77百万円、固定資産の減損194百万円、および投資有価証券263百万円の減少によるものであります。

　負債は6,141百万円で前連結会計年度に比べ1,321百万円減少いたしました。この減少は主として、仕入債務1,237

百万円の減少、未払金228百万円の減少、および一年内長期借入金225百万円の減少によるものであります。

　少数株主持分を含めた純資産は5,510百万円で前連結会計年度に比べ2,049百万円減少いたしました。この減少は

主として、評価・換算差額等105百万円の減少、当期純損失1,785百万円および配当金の支払138百万円によるもので

あります。

（２）経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は13,021百万円で前年同期比19.2％の減少となりました。

　 売上高減少の主たる原因は、第３四半期以降の景気の後退に伴う個人消費の急激な落ち込みを受け、半導体メー

カーの設備投資凍結、延期が相次いだことから主力事業たるマシンビジョンシステムで大幅に減少したことによる

ものであります。

　  売上原価は9,434百万円で売上高に対する売上原価の比率は前年同期比では1.2％増加となりました。この理由と

しては、画像機器関連において製品仕様変更等により製造費用が嵩んだことによるものであります。

　販売費及び一般管理費は3,888百万円で前連結会計年度に比べ415百万円減少いたしました。

この減少は主として株主総会関連費用、J-SOX関連費用、研究開発費が対前年比で大きく減少したことによるもので

あります。

営業損失は301百万円（前年同期は営業利益320百万円）となりました。これは売上高の減少、売上原価率の上昇、

並びに販売費及び一般管理費の減少によるものであります。

経常損失は311百万円（前年同期は経常利益360百万円）となりました。この主たるものは、関係会社の持分法に

よる投資利益の減少等によるものであります。

　特別損失は797百万円を計上しております。この主たるものは、早期退職優遇制度の実施に伴う割増退職金および

再就職支援費用とグライコミクス部門の譲渡に伴う退職金費用279百万円、保有投資有価証券の評価損242百万円、

今後の収益化が現時点で見込めない事業の減損損失計上194百万円、老朽化した生産設備の除却77百万円等の発生

によるものであります。

　また、繰延税金資産の回収の可能性について慎重に検討いたしました結果、繰延税金資産の取崩し618百万円を実

施した結果、当期純損失は1,785百万円（前年同期は当期純利益184百万円）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

  当連結会計年度の設備投資は、製造拠点については原価低減と生産の効率化を目的として、工場設備の新設及び機

械装置・冶工具等の更新を実施し、営業拠点については販売促進用設備の増強を行い、また、研究開発用設備の増強を

行った結果、総額402百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの設備投資は、次のとおりであります。

(光応用機器事業)

    製造拠点の原価低減および生産効率化のため、さいたま事業所の検査用設備等を増設し、また、矢板事業所ついて

も非球面成形機等の機械装置・治工具等の設備を実施いたしました。

　　営業拠点につきましては、販売促進を目的として営業用デモ機を取得しました。

　　また、モリテックス香港におきましては、中国深?工場の生産能力増強のため機械装置および工具器具備品の設備を

取得いたしました。

　　この結果、総額262百万円の設備投資を実施いたしました。　

(バイオ関連事業)

　販売促進、研究開発及び新製品開発を目的として工具器具備品を取得し、総額38百万円の設備投資を実施いたしま

した。

(全社共通)

　生産業務効率化のため、さいたま事業所にて生産管理システムの新設等のソフトウェア設備を取得しました。これ

らの設備投資総額は101百万円であります。 
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成21年３月31日現在
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事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資
産

その他 合計

 
さいたま事業所

(さいたま市桜区)
 

光応用機器事業
製品製造設備

研究開発用設備
41,13218,177

 －

 (－)
4,13589,015152,460

109

(2)

 
矢板事業所

(栃木県

　矢板市中字長峰)

光応用機器事業

機能性材料事業
製品製造設備 610,596115,871

416,299

(21,066)
2,65769,3971,214,821

35

　(40)

 
横浜テクニカルセン

ター

(横浜市青葉区)
 

光応用機器事業

バイオ関連事業

製品製造設備

研究開発用設備

販売活動用設備

256,3809,743

 －

　

 ［1,310］

－ 59,363325,48765

 
本社

(東京都渋谷区)
 

全社
本社機構用設備

販売活動用設備
176,9344,237

1,294,173

 (344)
－ 31,0141,506,35984

 
たまプラーザオフィ

ス

(横浜市青葉区)
 

光応用機器事業

機能性材料事業

その他事業

販売活動用設備 220,953 －
　　 － 

 (－)
－ 6,630 227,58416

つくば支店

(茨城県つくば市松

代)

 
光応用機器事業

機能性材料事業

バイオ関連事業
 

販売活動用設備  －  －
 －

 (－)
－ 2,9682,968 4

 
北関東支店

(埼玉県川越市新宿

町)
 

光応用機器事業 販売活動用設備 794  －
 －

 (－)
－ 2,4103,204 7

 
西東京支店

(東京都立川市曙町)
 

光応用機器事業 販売活動用設備 1,694  －
 －

 (－)
－ 4,2025,897 7

 
名古屋支店

(名古屋市中区)
 

光応用機器事業

機能性材料事業
販売活動用設備 685  －

 －

 (－)
－ 3,4574,142 11

 
京都支店

(京都市中京区)
 

光応用機器事業

機能性材料事業
販売活動用設備 3,048  －

 －

 (－)
－ 2,8175,866 9

大阪支店

(大阪市淀川区)

 
光応用機器事業

機能性材料事業

バイオ関連事業
 

販売活動用設備 1,728  －
 －

 (－)
－ 7,0268,755 18

 
福岡支店

(福岡市中央区)
 

光応用機器事業 販売活動用設備 213  －
 －

 (－)
－ 1,9552,169 7

 
栃木営業所

(栃木県

　矢板市中字長峰)
 

光応用機器事業 販売活動用設備  －  －
 －

 (－)
－ 1,6121,612 5

 
広島営業所

(広島市東区)
 

光応用機器事業 販売活動用設備 71  －
 －

 (－)
－ 1,8391,910 4

 
玉川物流センター

(埼玉県

　比企郡ときがわ町)
 

全社 販売活動用設備 8,302  －
 －

 (－)
－ 10 8,313

4

 (2)

その他 全社

 
連結子会社用製

造・販売設備他
 

 －  －
26,239

 (12,695)
 －  － 26,239－

合計   1,322,537148,029

1,736,712

 (34,105)

［1,310］

6,792283,7223,497,795
385

(44)

 (2）国内子会社

 平成21年３月31日現在
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

モリテックス販売株

式会社

本社

（東京都

　渋谷区）

光応用機器

事業

機能性材料

事業

販売活動

設備
686  －

 

 －

 (－)

 

 －

 
705 1,392

7

 

株式会社コルク

本社

（横浜市

　青葉区）

全社
販売活動

設備
532  －

 
 －

 (－)

 

 －

 
－ 532 －

 

(3）在外子会社

 平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

モリテックス

U.S.A.,INC.

 
San Jose,

CA 95119

U.S.A.
 

光応用機器

事業

機能性材料

事業

バイオ関連

事業 

販売活動

設備
 － 4,376

  －

 (－)

 

 

 －

 

1,8176,193
7

 

モリテックス

EUROPE LTD.

 
Cambridge 

CB5 8LA,

U.K.
 

光応用機器

事業

機能性材料

事業

販売活動

設備
 －  －

 

 －

 (－)

 

 

－

 

3,4543,454
2

 

モリテックス

香港有限公司

 
Tsuen 

Wan,N.T.

H.K.
 

光応用機器

事業

その他事業 

製造・販

売活動設

備

213,696119,994

 

 －

 (－)

 

 

 －

 

109,474443,165
13

 

 
モリテックス

SINGAPORE　PTE.LTD.
 

SINGAPORE 

609966

光応用機器

事業

製造・販

売活動設

備

 5,450 2,077

 

 －

 (－)

 

 

 16,534

 

4,11328,17611

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

２．土地及び建物の一部を賃借しております。賃借している土地の面積は［外書］してあります。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．従業員数の（外書）は、臨時従業員数であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定額

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

提出会社 

さいたま事業所

 （さいたま市桜

区）

光応用機器 

製造用設備増設

等

 

99,103 －

 自己資金

および

借入金

平成21年４月平成22年３月

 （注）１

矢板事業所   

 （栃木県矢板市

中字長峰）

光応用機器 

機能性材料 

製造用設備増設

等 
82,980 －

自己資金

および

借入金

 

平成21年４月平成22年３月

横浜テクニカル

センター 

（横浜市青葉

区）

光応用機器 

バイオ関連 

研究開発設備 

製造設備増設等 
13,150 －

自己資金

および

借入金

 

平成21年４月平成22年３月

営業部門 

光応用機器 

機能性材料 

バイオ関連 

 

販売活動用設備

等 
24,520 －

自己資金

および

借入金

 

平成21年４月平成22年３月

本社 

（東京都渋谷

区） 

全社 システム構築等 29,500 －

自己資金

および

借入金

 

平成21年４月平成22年３月

合計 － － － 249,253 － － － － －

　（注）１　設備計画完成後の生産能力につきましては、取引品目の多くが顧客の要望する構造、形式等が一様でないため

多岐にわたり、画一的に表現することが不可能であるため記載しておりません。

　　２　上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等

　　　　提出会社並びに連結会社において重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

 （平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,895,928 13,895,928
東京証券取引所
（市場第１部）

 
権利内容に何ら限
定のない当社にお
ける標準となる株
式であり、単元株
式数は100株であ
ります。
 

計 13,895,928 13,895,928 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

・第２回新株予約権（平成17年６月28日定時株主総会決議）
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事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 380 380

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注１） 38,000 38,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　 （注２） 100 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年８月25日

至　平成37年８月24日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）           

発行価格

資本組入額

1

1
同左

新株予約権の行使の条件　　　　　　 　（注３）

権利行使時において当社の取

締役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、新株

予約権割当契約書に定める正

当な理由がある場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認められない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注１）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 　普通株式　38,000株

  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　各新株予約権の発行価額 

　　無償

（注２）新株予約権の行使に際して払込をすべき金額

　新株予約権１個に付き100円

　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　
  また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規程に基づく本新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
　
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さ

らに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

（注３）新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）

①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取締役もしく

は従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合で、退任

もしくは退職後１年を経過しない者はこの限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者の死亡時に未行使の新株予約権を行使す

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 27/128



ることができる。ただし、新株予約権割当契約書の定めるところによる。

③新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

　新株予約権者が、権利を行使する条件に該当しなくなった場合、あるいは新株予約権を放棄した場合には、当該新

株予約権を無償で取得することができる。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

自平成16年４月１日

至平成17年３月31日

（注）１

400,00011,600,000170,5402,544,845170,0552,615,662

平成17年12月２日

（注）２
1,101,92812,701,928401,1012,945,947398,8983,014,560

自平成17年４月１日

至平成18年３月31日

（注）１

500,00013,201,928210,9003,156,847210,2493,224,809

自平成18年４月１日

至平成19年３月31日

（注）１

623,00013,824,928163,3233,320,170162,8493,387,658

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

（注）１

71,00013,895,928 71 3,320,241 － 3,387,658

　（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

２　無担保転換社債型新株予約権付社債の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等 
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 17 23 50 22 5 4,668 4,785 －

所有株式数

（単元）
－ 6,245 963 100,100 760 70 30,812138,950 928

所有株式数の

割合（％）
－ 4.49 0.69 72.04 0.55 0.05 22.18 100.00－

　（注）  自己株式288株は「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に88株を含めて記載しております。

 

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ショット日本ホールディング
株式会社

東京都新宿区本塩町７番地 9,839,011 70.80

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 393,900 2.83

モリテックス従業員持株会 東京都渋谷区神宮前３丁目１－14 163,300 1.18
取引先持株会 東京都渋谷区神宮前３丁目１－14 141,200 1.02
日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 112,800 0.81

森田　茂幸 埼玉県さいたま市大宮区 101,300 0.73
資金管理サービス信託銀行株
式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

71,900 0.52

株式会社コマツ 埼玉県戸田市新曽字稲荷1611 40,000 0.29
植木　和美 東京都調布市 40,000 0.29
大和証券エスエムビーシー
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目９-１ 39,000 0.28

計 － 10,942,411 78.75

　（注）１．前事業年度末現在主要株主であったＩＤＥＣ株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

　　　　２．前事業年度末現在主要株主でなかったショット日本ホールディング株式会社は、当事業年度末では主要株主　と

なっております。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　　　 200 －

 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式
 

完全議決権株式（その他） 　普通株式　13,894,800 138,948 同上

単元未満株式 　普通株式　　　　 928 － 同上

発行済株式総数             13,895,928 － －

総株主の議決権 － 138,948 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権13個）が含

まれております。

②【自己株式等】 

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 （自己株式）
株式会社モリテッ
クス

東京都渋谷区神宮
前３丁目１番14号

200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00
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（８）【ストックオプション制度の内容】

   　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き新株予約権を発行する方法によるものであります。

　　 当該制度の内容は、以下の通りであります。

　（平成17年６月28日定時株主総会決議）

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役　　２名

新株予約権の数（個） 380

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）（注１） 38,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注２） 100

新株予約権の行使期間
自　平成17年８月25日

至　平成37年８月24日

新株予約権の行使の条件　（注３）

新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の

取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、新株予約権割当契約書に定める正当な理由がある

場合はこの限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めらない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

　（注１）新株予約権発行の目的たる株式の種類及び数

　　普通株式　38,000株

　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

　る。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株

　式の数について行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

 　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

    また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割

  もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

    各新株予約権の発行価額

　　　無償

　

　（注２）新株予約権の行使に際して払込をすべき金額

 　 新株予約権１個に付き100円

    なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

  調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　
  また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく本新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、ま

た、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、当社

が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行

う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

（注３）新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　

　①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取締役もしく

　　は従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合で、退任

　　もしくは退職後１年を経過しない者はこの限りではない。

　②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者の死亡時に未行使の新株予約権を行使する

　　ことができる。ただし、新株予約権割当契約書の定めるところによる。

  ③新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

    新株予約権者が、権利を行使する条件に該当しなくなった場合、あるいは新株予約権を放棄した場合には、当該新

  株予約権を無償で取得することができる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

      

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 60 33,300

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 288 － 288 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。 

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。　 
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３【配当政策】

　当社は、利益処分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当期（第37期）の配当につきましては、事業構造改善費用や減損損失の計上などにより大幅な当期純損失となると

ともに、今後も厳しい事業環境が継続すると見込まれるため、誠に遺憾ながら、期末配当は無配とさせていただくこと

といたしました。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらには、グローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいり

たいと考えております。

　　　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

　　めております。

　　　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
 配当金の金額

 （千円）

 １株当たり配当額

 （円）

 平成20年11月６日

取締役会決議 
69,478 5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 1,131 1,078 799 746 735

最低（円） 805 702 500 353 292

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 735 712 458 404 380 358

最低（円） 577 426 360 363 315 292

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。
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５【役員の状況】
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

取締役社長

（代表取締 

  役）

最高執行役

員
仁科　秀逸 昭和25年８月９日生 

昭和51年４月 京セラ株式会社入社

昭和60年４月 当社入社

平成10年４月 光ファイバシステム部第３営業

部長

平成11年４月 営業本部業務部長

平成11年７月 光ファイバ応用機器統括部長兼

務

平成12年５月 業務システム部長

平成14年５月 西日本支社長兼京都支店長

平成15年４月 執行役員

平成16年４月 西日本支社長兼中部支社長兼

大阪支店長

平成16年10月西日本支社長兼中部支社長兼

京都支店長

平成17年３月 テクノアート事業部長

平成18年４月 TM事業本部長

平成19年６月 当社取締役

平成20年２月 当社代表取締役

平成20年３月 当社代表取締役社長（現任）

平成20年４月 当社最高執行役員（現任）

（注）３ 15.8

 取締役
経営戦略

室長
松岡　昇 昭和29年10月10日生 

昭和54年４月 ㈱大同コーポレーション入社

昭和59年７月 ダイドーコーポレーション・

アメリカ出向 

昭和63年４月 同社デトロイト営業所長

平成元年６月 インスタパック・リミテッド・

ジャパン（現　シールドエアー・

ジャパン㈱）入社

平成５年12月 同社日本支社長

平成６年８月 シールドエアー韓国代表取締役

兼務

平成９年11月 クリエーティブパッケージング

㈱代表取締役専務兼務

平成９年11月 クライオヴァックジャパン㈱

代表取締役兼務

平成13年５月 シールドエアー・ジャパン㈱

代表取締役

平成17年11月シールドエアー・ジャパン㈱

退社

平成17年12月オーウェンスコーニング・アジ

アパシフィック入社事業統合本

部長

平成18年７月 オーウェンスコーニングジャパ

ン㈱代表取締役社長

平成19年11月ヴェトロテクス・ジャパン㈱

代表取締役社長兼務および㈱

ＧＲＰ産業代表取締役社長兼務

平成20年４月 オーエンスコーニングジャパン

㈱相談役およびヴェトロテクス

・ジャパン㈱相談役

平成20年９月 ショットＡＧ　ファイバ・オプ

ティクス事業部アジア担当

バイスプレジデント（現任）

平成21年２月 当社取締役（現任）

平成21年４月 経営戦略室長（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

 取締役

バイオサイ

エンス事業

部長

事業企画統

括部長

経営戦略室

管理・事業

企画管掌 

岩本　俊夫 昭和27年10月18日生 

昭和52年４月 昭和電線電纜株式会社入社

昭和59年７月 旭硝子株式会社入社

平成11年９月 当社入社

光ファイバ応用機器部統括部長

平成12年３月 執行役員

光ファイバ照明システム部統括

部長

平成14年５月 コアテクノロジ開発部長

平成15年11月ナノ・バイオサイエンス研究所

長

平成16年４月 横浜テクニカルセンター長兼務

平成17年９月 TM事業本部副本部長兼横浜テク

ニカルセンター長

平成19年４月 TM事業本部副本部長（技術統

括）兼PGxリサーチセンター長

平成19年６月 当社取締役（現任）

平成20年４月 TM事業本部長兼PGxリサーチセン

ター長

平成21年４月 バイオサイエンス事業部長　兼

事業企画統括部長　兼　経営戦略

室　管理・事業企画管掌（現任）

 

（注）３ 6.6

取締役

経営戦略室

製造・購買

物流管掌

木村　雅宣 昭和22年９月16日生

昭和48年２月 当社入社

昭和56年８月 当社取締役

平成元年４月 玉川事業所長

平成４年６月 当社取締役

平成５年２月 株式会社東北モリテックス

取締役

平成７年１月 営業本部営業開発部長

平成７年４月 関東支店長

平成９年４月 営業第２本部開発部長

平成９年11月 営業第２本部電子機材事業部長

平成10年４月 新素材部統括部長

平成11年６月 購買部長

平成12年３月 モリテックス販売株式会社

代表取締役社長

平成12年６月 モリテックス販売株式会社

取締役

平成17年９月 モリテックス販売株式会社

代表取締役社長

平成21年４月 当社執行役員

平成21年６月 当社取締役（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

 取締役

経理統括

部長

 

 佐藤　隆雄 昭和40年６月18日生 

平成元年８月 住友銀行（現三井住友銀行）

入行

平成11年５月 テキサス大学オースティン校

会計学修士課程修了

平成11年７月 ゼネラル・エレクトリック入社

平成13年２月 ＧＥキャピタルリーシング株式

会社入社　ファイナンスプロジェ

クトマネージャー

平成14年８月

 
平成15年９月 

 

同社　ソーシングリーダー兼

総務本部長

ゼネラルモーターズ・アジア・

パシフィック・ジャパン株式会

社入社

平成17年１月 同社ファイナンスディレクター

（スズキ（株）担当）

平成18年２月 クオリカプス株式会社入社

取締役・グループＣＦＯ 

平成20年４月 同社取締役・グループ副ＣＦＯ

平成21年５月 同社退社

平成21年６月 当社入社　経理統括部長

（現任）

平成21年６月 当社取締役（現任）

（注）３ －

 取締役
 
 

ペーター　

パウル　バロン

（Peter Paul

Baron）

昭和19年9月28日生 

昭和47年９月 ボン大学経済学博士号取得

昭和49年１月 バイエリッシェ　フェラインス

銀行（現　バイエリッシェ・ヒポ

・フェラインス銀行）入行 

昭和49年６月 同行極東代表

昭和53年１月 同行東京支店共同支店長

昭和57年10月同行デュッセルドルフ共同支店

長

昭和62年５月 同行東京支店長

平成10年９月 バイエリッシェ・ヒポ・フェラ

インス銀行ジャパンエグゼク

ティブディレクター

平成12年12月バイエリッシェ・ヒポ・フェラ

インス証券会社代表取締役会長、

在日代表 

平成15年５月 在日ドイツ商工会議所会頭

平成19年10月ジャパンビジネスソリューショ

ンズ有限責任事業組合設立・同

組合パートナー（現任）

平成21年２月 当社取締役（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

 常勤監査役  石井　成晃 昭和19年７月19日生 

昭和43年４月 協和銀行（現りそな銀行）入行

平成３年12月 河西工業株式会社に出向

 (平成９年８月転籍)

平成９年９月 同社メキシコ現地法人

Kasai Mexicana S.A.de C.V 社

長

平成13年２月 同社本社経営企画部長

平成14年３月 同社退社

平成14年11月 株式会社啓成（日本語学校）

大久保校、池袋校 校長代理

平成16年１月 同社退職

平成19年６月 当社取締役

平成20年４月 当社取締役辞任

平成20年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）５ 5.6

監査役  輿石　和雄 昭和12年６月23日生

昭和35年４月 玉塚証券株式会社（現　新光証券

株式会社）入社

昭和59年11月新日本証券株式会社（現　新光証

券株式会社）名古屋支店引受部

長

昭和63年４月 株式会社大塚家具入社経営企画

室長

平成１年３月 同社取締役

平成２年３月 同社常勤監査役

平成３年６月 協栄物産株式会社取締役

平成９年６月 同社監査役

平成12年６月 当社常勤監査役

平成20年６月 当社監査役（現任）

（注）４ 3.8

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

監査役  大野　孝雄 昭和12年４月25日生

昭和36年４月 大商証券株式会社（現　新光証券

株式会社）入社

昭和39年７月 岩崎通信機株式会社入社

昭和42年10月公認会計士二次試験合格

（会計士補）

平成８年３月 同社退社（経理部担当部長）

平成９年３月 有限会社A＆E設立　

代表取取締役就任（現任）

平成10年３月 公認会計士三次試験合格

（会計士登録）

平成13年11月税理士登録

平成19年６月 当社監査役(現任)

（注）４ －

監査役  政木　道夫 昭和36年２月20日生

平成元年４月 東京地方検察庁検事

平成２年４月 山形地方検察庁検事

平成４年３月 新潟地方検察庁長岡支部検事

平成６年４月 東京地方検察庁検事

平成７年４月 横浜地方検察庁検事

平成８年４月 東京地方裁判所裁判官

平成11年４月 東京地方検察庁検事

平成15年４月 名古屋地方検察庁検事

平成15年７月 前橋地方検察庁高崎部長

平成16年３月 検察官退官

平成16年４月 弁護士登録（第一東京弁護士

会）シティユーワ法律事務所

平成19年６月 当社監査役（現任)

（注）４ －

    計  31.8

　　（注）１．ペーター パウル バロンは会社法第２条第15号に規定する社外取締役であります。

２．監査役輿石和雄、大野孝雄、政木道夫の３名は会社法第２条第16号に定める社外監査役で

　あります。

３．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　　 ４．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　　５．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、独自の技術開発により国際社会に貢献することを通

じて企業価値を継続的に高めると共に、内部統制システムの適切な整備により、経営の健全性、透明性を確保しつつ効

率性を高めることを主眼としております。また、当社の事業内容等を的確に理解していただけるよう、株主や投資家に

向けた積極的かつ適切な情報開示を行っております。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①取締役会

　取締役会は、当社の業務執行に関する重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行を監督しております。

また、監査役は取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べまた報告を行っております。

②監査役会

　当社は、監査役会を設置しており、監査業務の独立性・透明性を高めるため、監査役会を構成する監査役４名

（常勤監査役１名）のうち、常勤監査役を除く監査役３名は社外監査役であります。監査役はすべての取締役

会に出席し、かつ執行サイドの重要な会議に出席し、代表取締役と定期的な会合を持つなど、積極的に業務執行

の状況を直接把握する体制を取っております。これにより、監査役会の取締役会の業務執行に対する監督機能

は現在の事業形態・規模から充分機能しているものと考えております。

  また、常勤監査役のサポート体制として、常勤監査役からの指示・要請に対して、各部門が必要な情報を適時

適切に常勤監査役に報告しております。

　その情報については、定期的に監査役会を開催することによって、他の社外監査役との間での情報の共有化が

図られ、効果的な内部統制が機能するようになっております。

　なお、監査役は取締役会や経営戦略会議等の主要な会議に出席して適切な意見を述べることができるほか、弁

護士資格を有する社外監査役の登用によって、監査役間で法的問題点を共有し、経営監視機能の強化を図って

おります。

　さらに、監査役会は、監査室の年間監査計画立案に関与・意見を述べるほか、常勤監査役は監査室の実地監査

に原則として同行しております。

　監査役会、監査室（内部監査専任）１名および会計監査人は、定期的および必要の都度、年間監査計画、監査要

点およびリスク管理等について、効果的かつ効率的な経営管理を確保するため相互連携体制をとっておりま

す。

③内部監査体制

　内部監査を担当する監査室は、毎年作成する監査計画に基づき業務監査を定期的に実施し、監査結果を社長お

よび担当部門の責任者に報告するとともに、当該部門に対し改善等の指示を行い、また改善措置の実施状況と

その結果についてフォローアップを行うなどの有効な内部監査を実施し、経営の合理化並びに効率化に努めて

おります。

④会計監査の状況

　当社は、会社法に基づく会計監査人および金融商品取引法に基づく会計監査人として協栄監査法人を選任し

ております。当社と同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害

関係はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関

与することのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間で監査契約書を締結し、それに基づい

て報酬を支払っております。

　　当連結会計年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のと

おりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名 

　　　指定社員　業務執行社員　：　坂野好邦、上田長一郎 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

　　　公認会計士　：　４名　　

（注）継続監査年数については、いずれも規制期間以内のため記載を省略しております。 

⑤社外取締役および社外監査役との関係

　当社には社外取締役１名、社外監査役３名を置いております。

　社外取締役および社外監査役と当社との間には取引関係はありません。
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⑥内部統制システムに関する基本的な考え方および内部統制システムに関する整備状況

　・内部統制システムに関する基本的な考え方

　当社では、内部統制システムの基本的な考え方として、企業価値を継続的に高めるとともに、経営の健全性、透

明性を確保しつつ効率性を高めることを主眼としております。

　特に、業務の遂行に当たっては、法令の遵守を最重要課題に位置づけ、その徹底を図るため、中期経営計画のア

クションプランの骨子として、「コンプライアンス経営の徹底」を掲げております。

　・内部統制システムに関する整備状況

　内部統制システムに関する整備状況については、平成18年５月２日開催の取締役会において下記の基本方針

を決議し、その後必要に応じた改訂を行いその強化を図っております。

　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　６．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

　８．「７」にいう使用人の取締役からの独立性に関する事項

　９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況　　　　　　　　　　　　　　　　

(2）リスク管理体制の整備とコンプライアンスの状況

　当社は「企業理念」において、役職員の「行動規範」として法令遵守の精神を掲げるなど、従来より法令遵守意

識の向上や違法行為・不正行為等の発生抑制・未然防止に努めております。また、法令等諸制度の変更に対応し

つつ、コンプライアンス体制の強化に向けた取り組みを継続しております。

(3）役員報酬の内容

　　　当社の取締役及び監査役に支払った報酬は、以下のとおりであります。

区分 支給人員 支払額（千円） 摘要

取締役 10名 77,293　取締役報酬限度額は 200,000千円であります。

（うち社外取締役） （４名） (3,620)　

監査役 ５名 22,040　監査役報酬限度額は  30,000千円であります。

（うち社外監査役） （４名） (13,440) 

合計 15名 99,333  

　 　 (注)期末日現在における取締役の人数は８名、監査役の人数は４名であります。

(4）取締役および監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第1項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨定款に定めております。

　これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整

備することを目的とするものであります。

(5）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の規定する額としております。
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(6）取締役の定数

　当社の取締役は、８名以内とする旨定款に定めております。

(7）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(8）自己の株式の取得

　当社は、機動的な対応を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の

株式を取得することができる旨定款に定めております。

(9）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

(10）中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 20,400 －

連結子会社 － － － －

計 － － 20,400 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、代表取締役が監査役会の同意を得て

　定める旨定款に定めております。 
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

の財務諸表について、協栄監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,161,202 1,243,571

受取手形及び売掛金 2,874,110 1,655,132

たな卸資産 3,375,914 －

商品及び製品 － 2,511,895

仕掛品 － 381,493

原材料及び貯蔵品 － 748,889

前払費用 85,972 77,790

未収入金 94,529 15,644

繰延税金資産 161,803 8,737

その他 68,561 31,600

貸倒引当金 △1,500 △3,698

流動資産合計 8,820,594 6,671,058

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,545,408 2,514,724

減価償却累計額 △866,094 △971,819

建物及び構築物（純額） 1,679,313 1,542,904

機械装置及び運搬具 1,168,669 1,111,849

減価償却累計額 △864,681 △837,371

機械装置及び運搬具（純額） 303,987 274,477

工具、器具及び備品 2,423,294 2,167,670

減価償却累計額 △1,743,576 △1,790,872

工具、器具及び備品（純額） 679,717 376,798

土地 1,736,712 1,736,712

リース資産 － 29,918

減価償却累計額 － △6,591

リース資産（純額） － 23,327

建設仮勘定 102,701 26,489

有形固定資産合計 4,502,431 3,980,710

無形固定資産

借地権 37,670 34,228

ソフトウエア 93,470 194,681

その他 31,498 4,152

無形固定資産合計 162,638 233,062
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 384,928 121,229

関係会社株式 ※1
 237,753

※1
 208,585

破産更生債権等 5,080 5,279

差入保証金 150,036 151,204

保険積立金 256,455 267,558

繰延税金資産 480,058 －

その他 28,874 19,356

貸倒引当金 △5,080 △5,279

投資その他の資産 1,538,107 767,934

固定資産合計 6,203,178 4,981,707

資産合計 15,023,773 11,652,765

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,575,780 1,337,987

短期借入金 1,275,476 1,663,554

1年内返済予定の長期借入金 578,082 352,603

未払金 421,438 192,802

リース債務 － 6,862

未払法人税等 66,355 48,820

賞与引当金 212,018 139,798

事業構造改善引当金 － 279,953

その他 159,784 119,747

流動負債合計 5,288,935 4,142,129

固定負債

長期借入金 1,079,003 772,250

リース債務 － 16,781

退職給付引当金 1,053,751 1,166,269

受入保証金 13,190 17,557

負ののれん 28,860 19,240

繰延税金負債 － 5,197

その他 － 2,392

固定負債合計 2,174,805 1,999,688

負債合計 7,463,741 6,141,817
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,320,241 3,320,241

資本剰余金 3,387,658 3,387,658

利益剰余金 917,895 △1,006,995

自己株式 △252 △286

株主資本合計 7,625,543 5,700,618

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,315 △6,212

繰延ヘッジ損益 △38,462 △54,409

為替換算調整勘定 △90,275 △164,747

評価・換算差額等合計 △119,422 △225,368

少数株主持分 53,911 35,698

純資産合計 7,560,031 5,510,947

負債純資産合計 15,023,773 11,652,765
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 16,121,037 13,021,447

売上原価 ※8
 11,496,076

※8
 9,434,390

売上総利益 4,624,961 3,587,056

販売費及び一般管理費 ※1,2
 4,304,632

※1,2
 3,888,922

営業利益又は営業損失（△） 320,328 △301,866

営業外収益

受取利息及び配当金 12,203 12,324

仕入割引 126 83

研究開発補助金 29,065 27,404

負ののれん償却額 9,484 10,412

持分法による投資利益 40,923 24,628

受取家賃 14,084 14,249

雑収入 44,600 30,383

営業外収益合計 150,488 119,485

営業外費用

支払利息 55,307 54,990

手形売却損 21,312 13,632

売上債権売却損 － 20,626

為替差損 30,177 38,717

投資有価証券売却損 － 128

不動産賃貸費用 3,433 －

雑損失 － 1,500

営業外費用合計 110,231 129,594

経常利益又は経常損失（△） 360,585 △311,975

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 2

関係会社株式売却益 － 93

特別利益合計 － 96

特別損失

固定資産売却損 ※4
 6,997 －

固定資産除却損 ※5
 87,126

※5
 77,215

投資有価証券評価損 87,017 242,369

減損損失 － ※7
 194,638

事業構造改善費用 － ※6
 279,953

ゴルフ会員権評価損 － 2,830

特別損失合計 181,141 797,007

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

179,443 △1,108,886

法人税、住民税及び事業税 76,263 63,670

法人税等調整額 △79,679 618,411

法人税等合計 △3,416 682,082

少数株主損失（△） △1,669 △5,034

当期純利益又は当期純損失（△） 184,528 △1,785,934
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,320,170 3,320,241

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

当期変動額合計 71 －

当期末残高 3,320,241 3,320,241

資本剰余金

前期末残高 3,387,658 3,387,658

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,387,658 3,387,658

利益剰余金

前期末残高 871,688 917,895

当期変動額

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益又は当期純損失（△） 184,528 △1,785,934

当期変動額合計 46,206 △1,924,891

当期末残高 917,895 △1,006,995

自己株式

前期末残高 △252 △252

当期変動額

自己株式の取得 － △33

当期変動額合計 － △33

当期末残高 △252 △286

株主資本合計

前期末残高 7,579,265 7,625,543

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益又は当期純損失（△） 184,528 △1,785,934

自己株式の取得 － △33

当期変動額合計 46,277 △1,924,925

当期末残高 7,625,543 5,700,618

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 36,253 9,315

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△26,937 △15,528

当期変動額合計 △26,937 △15,528

当期末残高 9,315 △6,212
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 6,703 △38,462

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△45,166 △15,946

当期変動額合計 △45,166 △15,946

当期末残高 △38,462 △54,409

為替換算調整勘定

前期末残高 △6,576 △90,275

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△83,699 △74,472

当期変動額合計 △83,699 △74,472

当期末残高 △90,275 △164,747

評価・換算差額等合計

前期末残高 36,380 △119,422

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△155,803 △105,946

当期変動額合計 △155,803 △105,946

当期末残高 △119,422 △225,368

少数株主持分

前期末残高 64,790 53,911

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,878 △18,212

当期変動額合計 △10,878 △18,212

当期末残高 53,911 35,698

純資産合計

前期末残高 7,680,436 7,560,031

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益又は当期純損失（△） 184,528 △1,785,934

自己株式の取得 － △33

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △166,682 △124,158

当期変動額合計 △120,404 △2,049,083

当期末残高 7,560,031 5,510,947
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

179,443 △1,108,886

減価償却費 652,500 584,309

減損損失 － 194,638

負ののれん償却額 △9,484 △10,412

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23,757 112,517

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,778 △72,220

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 279,953

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,900 2,397

受取利息及び受取配当金 △12,203 △12,324

支払利息 55,307 54,990

為替差損益（△は益） 30,177 38,717

持分法による投資損益（△は益） △40,923 △24,628

研究開発補助金 △29,065 △27,404

固定資産売却損益（△は益） 6,997 △2

固定資産除却損 87,126 77,215

投資有価証券売却損益（△は益） － 128

投資有価証券評価損益（△は益） 87,017 242,369

関係会社株式売却損益（△は益） － △93

ゴルフ会員権評価損 － 2,830

売上債権の増減額（△は増加） 237,120 1,218,779

たな卸資産の増減額（△は増加） 211,735 △256,023

その他の流動資産の増減額（△は増加） △67,933 128,026

仕入債務の増減額（△は減少） △217,602 △1,338,676

その他の流動負債の増減額（△は減少） 307,600 △284,417

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 2,392

小計 1,514,250 △195,825

利息及び配当金の受取額 12,203 12,324

関係会社からの配当金の受取額 5,862 3,890

利息の支払額 △55,907 △55,910

研究開発補助金の受取額 16,865 23,928

法人税等の支払額 △38,546 △68,597

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,454,727 △280,190
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △651,274 △370,630

有形固定資産の売却による収入 57,457 312

無形固定資産の取得による支出 △65,694 △32,363

投資有価証券の取得による支出 △8,141 △925

投資有価証券の売却による収入 － 204

連結子会社株式の追加取得による支出 － △9,415

関係会社株式の売却による収入 － 50,000

投資その他の資産に関する収入・支出（純額） 241 △5,582

投資活動によるキャッシュ・フロー △667,411 △368,401

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,017,663 －

短期借入金の返済による支出 △1,173,638 －

短期借入金の純増減額（△は減少） － 414,698

長期借入れによる収入 500,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △554,382 △582,232

新株予約権の行使による株式の発行による収入 71 －

自己株式の取得による支出 － △33

配当金の支払額 △139,249 △139,169

受入保証金による収入 13,190 4,367

リース債務の返済による支出 － △6,275

その他 － 18,037

財務活動によるキャッシュ・フロー △336,346 △240,605

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,751 △28,434

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 431,218 △917,631

現金及び現金同等物の期首残高 1,729,984 2,161,202

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,161,202

※1
 1,243,571
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項   子会社は全て連結しております。当該連

結子会社は、在外法人モリテックスU.S.A.

,INC.、モリテックスEUROPE LTD.モリテッ

クス香港有限公司およびモリテックス

SINGAPORE PTE.LTD.の４社と国内法人モリ

テックス販売株式会社および株式会社コル

クの２社の合計６社であります。

  なお、在外子会社モリテックスSINGAPORE

PTE.LTD.は平成19年11月設立により連結子

会社となりました。

  子会社は全て連結しております。当該連

結子会社は、在外法人モリテックスU.S.A.

,INC.、モリテックスEUROPE LTD.モリテッ

クス香港有限公司およびモリテックス　

SINGAPORE PTE.LTD.の４社と国内法人モリ

テックス販売株式会社および株式会社コル

クの２社の合計６社であります。

 

２　持分法の適用に関する事

項

  関連会社については持分法を適用してお

ります。

  持分法適用会社は株式会社東北モリテッ

クス、株式会社モリテックス・プレシジョ

ンおよびセンサーテクノロジー株式会社の

３社であります。

　株式会社モリテックス・プレシジョンお

よびセンサーテクノロジー株式会社の決算

日は連結決算日と一致しておりますが、株

式会社東北モリテックスの決算日は12月31

日であります。持分法適用に当っては当該

関連会社の事業年度にかかる決算財務諸表

を使用しております。

   関連会社については持分法を適用してお

　　

 ります。

  持分法適用会社は株式会社モリテックス

・プレシジョンおよびセンサーテクノロ

ジー株式会社の２社であります。

　株式会社モリテックス・プレシジョンお

よびセンサーテクノロジー株式会社の決算

日は連結決算日と一致しております。

　株式会社東北モリテックスは、当連結会計

年度において株式を譲渡したため持分法の

適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　国内連結子会社２社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

　連結子会社のうち、モリテックスEUROPE

LTD.、モリテックス香港有限公司及びモリ

テックスSINGAPORE PTE.LTD.の決算日は12

月末日であり、モリテックスU.S.A.,INC.の

決算日は２月末日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては、それぞれ12月末日

現在若しくは２月末日現在の財務諸表を採

用しておりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

 同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

４　会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

1）有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は、移動平均法に

より算定）

1）有価証券

売買目的有価証券

同左

 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は部分純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

  時価のないもの

移動平均法による原価法

　  なお、連結決算日において売買

  目的有価証券及び満期保有目的の

  債券に該当する有価証券はありま

  せん。

時価のないもの

同左

　　なお、連結決算日において売買

  目的有価証券及び満期保有目的の

  債券に該当する有価証券はありま

  せん。

 2）たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資

産

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）によって

おります。 

2）たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額等につい

ては、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

　在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。

1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 （会計方針の変更）

　当社および国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

30,307千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

（会計方針の変更）

　　　　―――――――――

 

 (追加情報)　

　当社および国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益および

税金等調整前純利益はそれぞれ5,791千

円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

(追加情報)　

　平成20年度の法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、機械装置の耐用年

数の見積もりの変更を実施いたしまし

た。

　これにより営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

4,561千円減少しております。　

　

 2）無形固定資産

  定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいて定額法によっておりま

す。

　なお、償却年数については、法人税法に

規定する方法と同一基準によっており

ます。

2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

3）リース資産

 ―――――――――

3）リース資産

      リース期間を耐用年数とし、残存価

　　額を零とする定額法を採用しておりま　　

　　す。 

(3）重要な引当金の計上基

準 

1）貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、債権の貸

倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

　また、在外連結子会社は個別に債権の

回収可能性を検討し回収不能見込額を

計上しております。

1）貸倒引当金

同左 

 2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち当連結会計年度負担額

を計上しております。

2）賞与引当金

同左

 3）事業構造改善引当金

 ―――――――――

3）事業構造改善引当金

　事業構造改善のため、今後発生が見込

まれる費用及び損失について、合理的に

見積もられる金額を計上しております。

(追加情報)

　当連結会計年度において、事業構造改

善のために今後発生が見込まれる費用

及び損失について、事業構造改善引当金

を設定しております。

  これにより、繰入額を事業構造改善費

用として特別損失に計上した結果、税金

等調整前当期純利益が279,953千円減少

しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準 

4）退職給付引当金

　従業員の退職給付の支給に充てるた

め、当連結会計年度末における在籍従業

員の退職時に見込まれる退職給付支給

予測額を、予想支給日から当連結会計年

度末現在まで割り引いた現在価値（将

来支給額予測現価方式）で計上してお

ります。

　なお、割引率は平均残存勤務期間を考

慮して、償還期間10年の国債の直近５年

間の利率の平均値である1.60 ％（前連

結会計年度は1.39％）を適用しており

ます。割引率変更による差異及び数理計

算上の差異の発生額は発生年度に一括

費用処理しております。

4）退職給付引当金

　従業員の退職給付の支給に充てるた

め、当連結会計年度末における在籍従業

員の退職時に見込まれる退職給付支給

予測額を、予想支給日から当連結会計年

度末現在まで割り引いた現在価値（将

来支給額予測現価方式）で計上してお

ります。

　なお、割引率は平均残存勤務期間を考

慮して、償還期間10年の国債の直近５年

間の利率の平均値である1.50％（前連

結会計年度は1.60％）を適用しており

ます。割引率変更による差異及び数理計

算上の差異の発生額は発生年度に一括

費用処理しております。

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外連

結子会社の資産・負債及び収益・費用は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に含めてお

ります。

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借に係る方

法に準じた会計処理によっております。

           ―――――――――

(6）重要なヘッジ会計の方

法

1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて

振当処理の要件を充たしている場合に

は振当処理を、金利スワップについて特

例処理の条件を充たしている場合には

特例処理を採用しております。

1）ヘッジ会計の方法

同左

 2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段・・為替予約

2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段・・　　同左

 　　ヘッジ対象・・原材料・商品輸

入による外貨建

買入債務

　　ヘッジ対象・・　　同左

　　　

 

 ｂ．ヘッジ手段・・金利スワップ  ｂ．ヘッジ手段・・　　同左

 　　ヘッジ対象・・長期借入金 　　ヘッジ対象・・　　同左

 3）ヘッジ方針

　金利リスクの低減ならびに金融収支改

善のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

3）ヘッジ方針

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方

法

4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によって有効性

を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）在外連結子会社の会計

処理基準

　在外連結子会社の財務諸表は、当該子会社

の所在地国において一般に公正妥当と認め

られた会計処理基準によっており、当社が

採用している基準と重要な差異はありませ

ん。

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

  のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期的投

資を資金の範囲としております。

同左

８　その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

（1）消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。

（1）消費税等の会計処理方法 

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

―――――――――　 （その他有価証券の評価方法）　　

  その他有価証券の時価あるものの評価差額の処理方法に

ついては、従来、部分純資産直入法により処理しておりまし

たが、市場価格の変動による連結財務諸表の不安定性を回

避し、期間損益をより適正に反映するため、当連結会計年度

より、全部純資産直入法による処理に変更しております。

　これにより、税金等調整前当期純利益は9,112千円増加し

ております。 

―――――――――　 （リース取引に関する会計基準）　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。　

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 　

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益への影響額は軽微であります。

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （連結損益計算書）　　

　売上債権売却損は、従来、販売費及び一般管理費に計上し

ておりましたが、金額的重要性が増加してきたため、当連結

会計年度より営業外費用に当該科目をもって掲記すること

といたしました。

　なお、前連結会計年度の販売費及び一般管理費に含まれる

売上債権売却損は21,229千円であります。 

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 59/128



【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （連結貸借対照表）　　

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品

及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

2,064,784千円、448,583千円、862,546千円であります。

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （連結キャッシュ・フロー計算書）　

　短期借入金の借入による収入および短期借入金の返済に

よる支出については、従来、総額表示しておりましたが、当

連結会計年度より期間が短くかつ回転が早い短期借入金の

借換によるキャッシュ・フローについて純額表示とする方

法に変更いたしました。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

関係会社株式 237,753千円 関係会社株式 208,585千円

　２　受取手形割引残高

 1,006,692千円

　２　受取手形割引残高

 596,180千円

（連結損益計算書関係）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

　　おりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

　　おりであります。

給料手当 1,438,222千円

賞与引当金繰入額 104,738千円

退職給付費用 47,147千円

福利厚生費 208,729千円

地代家賃 182,311千円

広告宣伝費 87,223千円

販売促進費 107,736千円

旅費交通費 179,315千円

減価償却費 136,819千円

研究開発費 706,565千円

給料手当 1,464,756千円

賞与引当金繰入額 68,611千円

退職給付費用 87,163千円

福利厚生費 216,704千円

地代家賃 196,505千円

広告宣伝費 85,868千円

販売促進費 117,739千円

旅費交通費 190,831千円

減価償却費 142,268千円

研究開発費 490,154千円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　は、次のとおりであります。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　は、次のとおりであります。

一般管理費 706,565千円

当期製造費用   －   

合計 706,565千円

一般管理費 490,154千円

当期製造費用 －  

合計 490,154千円

  ３　

―――――――――　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 2千円

合計 2千円

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

土地 6,231千円

工具、器具及び備品 766千円

合計 6,997千円

  ４　

―――――――――　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 12,148千円

機械装置及び運搬具 43,664千円

工具、器具及び備品 29,315千円

ソフトウエア 1,997千円

合計 87,126千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 560千円

機械装置及び運搬具 19,842千円

工具、器具及び備品 29,760千円

特許権 27,052千円

合計    77,215千円

  ６　

―――――――――

※６　事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。

特別退職金    246,803千円

業務委託費 33,150千円

合計 279,953千円
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

  ７　

―――――――――

※７　減損損失　

　　　当連結会計年度において,当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失194,638千円を計上いたしま

した。

場所 用途 種類
金額

（千円）

光

応

用

機

器

さいたま事業

所
事業用資産

ソフトウエア 6,817

工具、器具及び備品 11,644

画像機器合計 18,462

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産

機械装置及び運搬具 26,133

建物及び構築物 9,196

工具、器具及び備品 10,828

FOCAL合計 46,158

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産 工具、器具及び備品 23,345

検査・計測機器合計 23,345

バ

イ

オ

関

連

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産

機械装置及び運搬具 1,699

建物及び構築物 37,636

工具、器具及び備品 67,336

ウェットバイオ合計 106,672

 減損損失合計 194,638

当社グループは、事業用資産について各事業セグメ

ントを基礎としつつ、経営管理単位を勘案しグルーピン

グを行っております。

　上記の事業部門に関しては、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスとなっており、当初想定しておりま

した収益が見込めなくなったため減損損失を認識いた

しました。

　回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを5.44%で割り引いて算定しております。

※８　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　113,395千円　　

※８　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 　　　　　　　　　　　　　 　       175,995千円　　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　 13,824,928 71,000 － 13,895,928

合計 13,824,928 71,000 － 13,895,928

自己株式     

普通株式 （注） 228 － － 228

合計 228 － － 228

 （注）当連結会計年度中の自己株式の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第２回新株予約権　（注）

（ストック・オプション）
普通株式 109,000 － 71,00038,000 －

合計 － 109,000 － 71,00038,000 －

 （注）当連結会計年度中の減少は、新株予約権の行使によるものであります。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

第35回定時株主総会
普通株式 69,123 5 平成19年３月31日平成19年６月27日

平成19年11月８日

取締役会
普通株式 69,198 5 平成19年９月30日平成19年12月５日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日

第36回定時株主総会
普通株式 69,478利益剰余金 5 平成20年３月31日平成20年６月27日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　 13,895,928 － － 13,895,928

合計 13,895,928 － － 13,895,928

自己株式　　     

普通株式　（注） 228 60 － 288

合計 228 60 － 288

 （注）当連結会計年度の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第２回新株予約権　

（ストック・オプション）
普通株式 38,000 － － 38,000 －

合計 － 38,000 － － 38,000 －

  

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日

第36回定時株主総会
普通株式 69,478 5 平成20年３月31日平成20年６月27日

平成20年11月６日

取締役会
普通株式 69,478 5 平成20年９月30日平成20年12月５日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,161,202千円

現金及び現金同等物 2,161,202千円

 

現金及び預金 1,243,571千円

現金及び現金同等物 1,243,571千円
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（リース取引関係）

　前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具及び備
品

11,382 7,581 3,800

合計 11,382 7,581 3,800

 

 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引（リース取引開始

日が「リース取引に関する会計基準」適用初年度開始後

のもの）

(1）リース資産の内容

　有形固定資産

  主として、事業所における通信機器「工具、器具及び

備品」であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

 (2）未経過リース料期末残高相当額

 

 １年内 1,858千円

 １年超 2,327千円

合計 4,185千円

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当　

　額

 支払リース料 1,979千円

 減価償却費相当額 1,752千円

 支払利息相当額 188千円

  なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引(リース取引

開始日が「リース取引に関する会計基準」適用初年度開

始前のもの)については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりますが、重要性に

乏しいため、記載を省略しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

   

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

　　　　　　　　―――――――――

 

 

(4）減価償却費相当額の算定方法は、残存価額を零とす

　る定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資

産計上価額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

 １年内 800千円

 １年超 ―  

合計 800千円
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
　計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 14,002 27,691 13,688

(2）その他 10,000 12,021 2,021

小計 24,002 39,712 15,709

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 196,933 110,318 △86,615

(2）その他 － － －

小計 196,933 110,318 △86,615

合計 220,936 150,031 △70,905

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 234,897

合計 234,897

当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
　計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 4,225 7,126 2,900

(2）その他 － － －

小計 4,225 7,126 2,900

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 120,688 75,820 △44,868

(2）その他 10,000 7,569 △2,431

小計 130,688 83,389 △47,299

合計 134,914 90,515 △44,398

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について242,369千円（その他有価証券で時価のある株式38,329千円）

　　　減損処理を行っております。 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

203 － 128

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 30,713

合計 30,713
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引、金利関連では金利スワップ取引であります。

 

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債

務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で、また金利関連では借入金利の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(3）取引の利用目的

同左

　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。 

 

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段 … 金利スワップ、為替予約 

 

　　ヘッジ対象 … 長期借入金、原材料・商品輸入に

                  よる外貨買入債務　　　　　　

 

　ヘッジ方針

　　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対

　　象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

 

　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については有効性評価を省略しております。

  

(4）取引に係るリスクの内容

　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金利

スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して

おります。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

  すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はあ

りません。 

同左

（退職給付関係）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

退職金については退職一時金制度を採用しておりま

す。

１　採用している退職給付制度の概要

　　　　　　　　同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 1,053,751千円

②退職給付引当金 1,053,751千円

①退職給付債務 1,166,269千円

②退職給付引当金 1,166,269千円

（注）連結子会社は退職給付債務の算定において、簡便法

を採用しております。

（注）連結子会社は退職給付債務の算定において、簡便法

を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 104,416千円

②　利息費用 16,935千円

③　数理計算上の差異の費用処理額 － 

④　割引率変更による差異の費用処理額 △29,821千円

⑤　退職給付費用 91,530千円

①　勤務費用 115,635千円

②　利息費用 16,580千円

③　数理計算上の差異の費用処理額 16,677千円

④　割引率変更による差異の費用処理額 15,246千円

⑤　退職給付費用 164,138千円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は

「①勤務費用」に計上しております。

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は

「①勤務費用」に計上しております。

４　退職給与債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給与債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

①　退職給付見込額の期間配分方法

　　　　　　　　同左

②　割引率 1.60％ ②　割引率 1.50％

③　過去勤務債務の額の処理年数

過去勤務債務はありません。

③　過去勤務債務の額の処理年数

　　　　　　　  　同左

④　数理計算上の差異の処理年数

数理計算上の差異は発生年度に一括費用処理してお

ります。

④　数理計算上の差異の処理年数

　　　　　　　　　同左

⑤　会計基準変更時差異の処理年数

会計基準変更時差異はありません。

⑤　会計基準変更時差異の処理年数

　　　　　　　　　同左
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

付与対象者の区分及び数 　当社の取締役　　　　６名

ストック・オプション数（注） 　普通株式　　　 232,000株

付与日 　平成17年６月28日

権利確定条件

  ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権

　　 者」という。）は、権利行使時においても当社の取

     締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

     し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

     由がある場合で、退任もしくは退職後１年を経過し

     ない者はこの限りではない。 

  ② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続

     人は、新株予約権者の死亡時に未行使の新株予約権

     を行使することができる。ただし、新株予約権割当

     契約書の定めるところによる。

  ③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

対象勤務期間 　対象勤務期間については定めはありません。

権利行使期間
 　自　平成17年８月25日

 　至　平成37年８月24日

 　（注）普通株式の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

 　　　 　　①ストック・オプションの数

 
第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 109,000

権利確定 ―

権利行使 71,000

失効 ―

未行使残 38,000

 　　　 　　②単価情報
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第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

　権利行使価格　　　　（円） 1

行使時平均株価　　　（円） 531

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

付与対象者の区分及び数 　当社の取締役　　　　６名

ストック・オプション数（注） 　普通株式　　　 232,000株

付与日 　平成17年６月28日

権利確定条件

  ① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権

　　 者」という。）は、権利行使時においても当社の取

     締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

     し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

     由がある場合で、退任もしくは退職後１年を経過し

     ない者はこの限りではない。 

  ② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続

     人は、新株予約権者の死亡時に未行使の新株予約権

     を行使することができる。ただし、新株予約権割当

     契約書の定めるところによる。

  ③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

対象勤務期間 　対象勤務期間については定めはありません。

権利行使期間
 　自　平成17年８月25日

 　至　平成37年８月24日

 　（注）普通株式の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

 　　　 　　①ストック・オプションの数

 
第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 38,000

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 38,000

 　　　 　　②単価情報

 
第２回　新株予約権

（ストック・オプション）

　権利行使価格　　　　（円） 1

行使時平均株価　　　（円） ―
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （単位：千円）

税務上の繰越欠損金 549,906

退職給付引当金 427,748

たな卸資産 61,247

投資有価証券 36,575

一括償却資産 9,260

賞与引当金 85,534

未払事業税 7,906

繰延ヘッジ損失 26,398

その他 5,096

繰延税金資産小計 1,209,674

評価性引当額 △549,906

繰延税金資産合計 659,767

（繰延税金負債）     

特別償却準備金 11,511

その他有価証券評価差額金 6,393

繰延税金負債合計 17,905

繰延税金資産の純額 641,862

（繰延税金資産） （単位：千円）

税務上の繰越欠損金 596,690

退職給付引当金 474,671

事業構造改善引当金    113,941

たな卸資産 90,087

投資有価証券 43,565

有形固定資産    76,443

ソフトウエア 2,774

一括償却資産 10,589

貸倒引当金 1,933

賞与引当金 56,897

未払事業税 1,628

繰延ヘッジ損益 22,144

その他 8,773

繰延税金資産小計 1,500,141

評価性引当額 △1,491,403

繰延税金資産合計 8,737

（繰延税金負債）     

特別償却準備金 4,307

その他 889

繰延税金負債合計 5,197

繰延税金資産の純額 3,540

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

（調整）   

繰越欠損金の活用 △64.03％

交際費等永久に損金に算入されない項目 14.97％

連結子会社繰越欠損金の利用 1.84％

住民税均等割 14.62％

持分法適用利益 △9.28％

実効税率の差異 △1.32％

負ののれん償却費 △2.15％

その他 2.75％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.90％

 

　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載は省

略しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
光応用機器
（千円）

機能性材料
（千円）

バイオ関連
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 13,288,9571,679,6371,043,457108,98616,121,037 － 16,121,037

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 13,288,9571,679,6371,043,457108,98616,121,037 － 16,121,037

営業費用 12,506,2431,579,5101,575,981138,97215,800,708 － 15,800,708

営業利益又は営業損失（△） 782,713100,127△532,524△29,986 320,328 － 320,328

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
       

　資産 8,407,228612,870969,542316,65110,306,2924,717,48015,023,773

　減価償却費 396,535 386 145,248 23,189 565,360 87,140 652,500

　資本的支出 365,541 268 271,957 － 637,767 79,201 716,969

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
光応用機器
（千円）

機能性材料
（千円）

バイオ関連
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 10,146,7661,609,6151,194,21070,85413,021,447 － 13,021,447

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 10,146,7661,609,6151,194,21070,85413,021,447 － 13,021,447

営業費用 10,376,4231,419,2741,484,35743,25813,323,313 － 13,323,313

営業利益又は営業損失（△） △229,656190,340△290,146 27,596△301,866 － △301,866

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
       

　資産 6,089,238364,487605,783282,5877,342,0974,310,66811,652,765

　減価償却費 343,733 409 110,811 19,960 474,915109,393584,309

　減損損失    87,966 － 106,672 － 194,638 － 194,638

　資本的支出 262,652 266 38,790 － 301,710101,284402,994

　（注）１　事業の区分方法

　当社の事業区分は、製品系列及び事業の業態により行っております。
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２　各区分に属する主要な製品・商品は以下のとおりであります。

事業区分 主要製品・商品

光応用機器

MML（マシンマイクロレンズ）、CCDカメラ、光源装置及びランプ、光ファイバライトガイド、LED照明、UV

照射装置、CCDマイクロスコープ（スコープマン）、コスメティック用肌カウンセリングシステム、全顔

撮影装置（フェイシャルステージ）、光デバイス用自動調芯装置（FOCAL）、光通信用部品、超精密測長

器、高速立体画像処理検査システム、液晶配向膜検査装置　等

機能性材料 シール材、特殊スプリング材、各種機能性粒子、各種特殊チューブ、特殊レーザー、各種精密加工部品　等

バイオ関連
液晶合成装置（L-COS）、化合物精製装置（Purif）、全自動固相抽出装置（EX-MULTI）、DNA・SNPs受託

解析　等 

その他 不動産賃貸　等

　　　　３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度は4,717,480千円であり、当連結

会計年度は4,310,668千円であります。その主なものは、全社に係る流動資産（現金及び預金等）、本社ビル

等の有形固定資産及び長期投資資産（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、前連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、前連結会計年度の営業費用は光応用機器事業で7,389千円、バイオ関連事業で22,918千円増加

し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、前連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、前連結会計年度の営業費用は光応用

機器事業で4,920千円、バイオ関連事業で871千円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

７　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成20

年度の法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、機械装置の耐用年数の見積もりの変更を実施いたしま

した。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は光応用機器事業で

4,035千円、バイオ関連事業で526千円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本
（千円）

海外
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,725,7431,395,29416,121,037 － 16,121,037

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
445,9841,787,5942,233,578(2,233,578) －

計 15,171,7273,182,88818,354,616(2,233,578)16,121,037

営業費用 14,875,6723,154,08918,029,761(2,229,052)15,800,708

営業利益 296,055 28,799 324,854 (4,525)320,328

Ⅱ　資産 8,804,0381,502,25410,306,2924,717,48015,023,773

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全社
　（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 11,409,677946,079665,68913,021,447 － 13,021,447

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
454,271783,674521,6241,759,570(1,759,570)－

計 11,863,9481,729,7541,187,31414,781,017(1,759,570)13,021,447

営業費用 12,089,8321,878,0171,193,04715,160,897(1,837,583)13,323,313

営業損失 △225,883△148,262△5,733△379,879(78,012)△301,866

Ⅱ　資産 6,183,961842,724324,4107,351,0974,301,66811,652,765

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア　：香港、中国、シンガポール

その他　：北米、欧州

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度は4,717,480千円であり、当連結

会計年度は4,310,668千円であります。その主なものは、全社に係る流動資産（現金及び預金等）、本社ビル

等の有形固定資産及び長期投資資産（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、前連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、「日本」の営業費用は30,307千円増加し、営業利益は同額減少しております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、前連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。この変更に伴い従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業費用は5,791千円増加

し、営業利益は同額減少しております。 　

７　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成　　

　　20年度の法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、機械装置の耐用年数の見積もりの変更を実施いたし　

　　ました。この変更に伴い従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業費用は4,561千円増加し、営

　　業利益は同額減少しております。 　

（所在地区分の方法の変更）

　所在地区分の方法については、従来、日本と海外の２区分としておりましたが、当連結会計年度より、アジア地

域の売上高比率が高まったことから、従来の「海外」より「アジア」と「その他」に区分いたしました。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた所在地区分の方法により区分する

と次のようになります。
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日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 14,725,743845,090550,20316,121,037 － 16,121,037

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
445,9841,223,654563,9392,233,578(2,233,578)－

計 15,171,7272,068,7441,114,14318,354,616(2,233,578)16,121,037

営業費用 14,875,6722,071,4951,082,59318,029,761(2,229,052)15,800,708

営業利益又は営業損失（△） 296,055△2,750 31,550324,854 (4,525)320,328

Ⅱ　資産 8,804,0381,058,383443,87110,306,2924,717,48015,023,773
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 210,180 129,177 2,183,573 2,522,930

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 16,121,037

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
1.3 0.8 13.5 15.7

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 176,184 527,660 2,213,733 2,917,578

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 13,021,447

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
1.4 4.1 17.0 22.4

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス

北米　：米国

アジア：中国、東アジア、東南アジア諸国、オーストラリア

３　海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用し

ております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等（会社等の場合に限る）等

 種類
会社等の

名称
所在地

資本金又は

出資金

事業の内容又は

職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
 科目

期末残高

（千円）

親

会

社

SCHOTT AG

ドイツ連邦

共和国

マインツ市

150,000

千ユーロ

特殊ガラス製品

を中心とした特

殊材料、部品、シ

ステムの開発・

製造

 (70.8)

販売、販売代

理及び研究開

発

資金の借入

利息の支払

  500,000

82
短期借入金   500,082

 （注）１．当社は平成20年10月30日よりSCHOTT AGの傘下に入ることとなりました。

SCHOTT AGとの取引金額については平成20年11月１日から平成21年３月31日まで、期末残高について

は平成21年３月31日時点の残高を記載しております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

短期借入金の利息については、一般の取引条件と同様に決定しております。   

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（１）親会社情報 

    　  SCHOTT AG( 非上場）
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（１株当たり情報）

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額       540円18銭

１株当たり当期純利益金額       13円34銭

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  13円24銭

１株当たり純資産額      394円03銭

１株当たり当期純損失     △128円52銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載していません。

　　　（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額         

　当期純利益又は当期純損失 (△)（千円） 184,528 △1,785,934

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)（千円）
184,528 △1,785,934

期中平均株式数（株） 13,834,894 13,895,679

         

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額
        

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 71,000
            　       －

 　（うち第２回新株予約権） (71,000)

   希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

　株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

　式の概要

 　　　　　　　　　　 －  第２回新株予約権　38,000株　　
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（１）子会社との合併

　当社は、平成21年２月26日開催の取締役会において、連結子会社であるモリテックス販売株式会社を平成21

年４月１日を合併期日として吸収合併することを決議し、４月１日合併いたしました。

1 合併の目的

グループの経営資源の集中と経営効率化を図るため、同社の吸収合併をいたしました。

2 合併の要旨

① 合併期日（効力発生日）

平成21年４月１日

② 合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、モリテックス販売株式会社は解散いたしました。

③ 合併比率

当社はモリテックス販売株式会社の全株式を所有しているので、合併による新株の発行および資本金

の増加は行いません。

④ 会計処理の概要

企業結合に係る会計基準上、共通支配下の取引に該当します。

⑤ 取引の引継

モリテックス販売株式会社の平成21年４月１日現在の貸借対照表、その他同日現在の計算を基礎とし、

一切の資産、負債および権利義務を当社に引継ぎをいたしました。

⑥ モリテックス販売株式会社の概要

・事業内容

光応用機器事業、機能性材料事業及びこれらに付帯する事業

・最近事業年度末（平成21年３月31日現在）の資産、負債及び純資産の額

資産　　　　　　　　　　　　　293,581千円

負債　　　　　　　　　　　　　 57,411千円

純資産　　　　　　　　　　　　236,169千円

・直近期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）の売上高及び当期純利益

売上高　　　　　　　　　　　1,077,910千円

当期純利益　　　　　　　　　　 33,338千円

・従業員数（平成21年３月31日現在）　 　　６名

 

（２）子会社の解散

当社は、平成21年３月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社コルクを平成21年３

月30日に解散し、清算することを決議し、解散いたしました。

1 解散の目的

株式会社コルクは当社グループの中で派遣・保険代理業の専門の会社として事業展開を図っておりました

が、この度グループ経営の効率化に向けた事業見直しの結果、当該子会社の解散および清算をすることとい

たしました。

2 株式会社コルクの概要

・事業内容

一般労働者派遣業、損害保険代理業、生命保険代理業及びこれらに付帯する事業

・最近事業年度末（平成21年３月30日現在）の資産、負債及び純資産の額

資産　　　　　　　　　　　　　27,129千円

負債　　　　　　　　　 　　　　4,488千円

純資産　　　　　　　　　　　　22,640千円

3　解散による会社の損失見込額　　　　　重要な影響はございません。

4　解散が営業活動等へ及ぼす重要な影響　重要な影響はございません。
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（３）早期退職優遇制度

当社は、平成21年３月26日開催の取締役会において早期退職者の募集を実施することを決議いたしました。

1　早期退職者募集の理由

環境変化に対応しうる収益構造の改善を達成し、将来にわたり安定かつ健全な経営を続けていくこと

を期して、早期退職者の募集を実施いたしました。

2　早期退職者募集の概要

募集対象者 正社員100名　(勤続年数および年齢制限無し)

3　募集期間　　平成21年４月１日から平成21年４月30日

4　退職日　　　平成21年５月31日

5　優遇措置

所定の退職金に特別加算額を上乗せ支給します。さらに、希望者に対しては、再就職支援会社を通じた

再就職支援を行います。

6　損益に与える影響 

事業構造改善費用として、当連結会計年度の損益に計上済みであります。

 

（４）事業の譲渡

当社は、平成21年３月19日開催の取締役会において株式会社ＧＰバイオサイエンスにバイオ関連事業内のグ

ライコミクス研究に属する糖鎖関連事業（以下「本件事業」という。）を売却することを決議いたしまし

た。

1　事業譲渡の目的

当社における本件事業の位置づけ及び当社のその他の事業とのシナジー効果等を検討した結果、事業

価値を最大化するために、本件事業については本事業領域をコアとする他社への事業譲渡により経営

基盤の強化を図ることが適切であると判断いたしました。

2　 事業譲渡の内容

①本件事業の内容

バイオ関連事業内のグライコミクス研究に属する糖鎖関連事業

②本件事業の第37期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）における経営成果

営業損失　　　　　　　　119,091千円　

経常損失　　　　　　　　119,091千円

（注）当該部門は研究開発部門であるため、売上高はありません。

③譲渡資産、負債の項目および金額（平成21年３月31日現在）

たな卸資産　　　　　　　 15,990千円

固定資産　　　　　　　　 30,635千円

計　　　　　　　　　　　 46,626千円　

（注）負債はありません。

④譲渡日　平成21年５月１日

⑤譲渡価額

　平成21年３月31日現在の帳簿価額を基準として、最大65百万円を限度として、保有する有形及び無形の資

産を帳簿価額で売却する予定であります。

⑥決済方法

  たな卸資産については平成22年３月31日までの決済といたします。固定資産については、平成22年４月

１日を第１回、平成23年４月１日を第２回、平成24年４月１日を第３回とする３回分割での決済といたし

ます。   

3　事業譲渡先の概要 

 

（１）商号 株式会社ＧＰバイオサイエンス

（２）事業内容 グライコミクス関連事業

（３）設立年月日 平成21年２月27日

（４）本店所在地 札幌市西区八軒10条東３丁目１番28号

（５）製造場所 モリテックス横浜テクニカルセンター内

（６）代表者の役職・氏名 代表取締役 高畠末明

当社との関係：事業譲渡に伴い、株式会社ＧＰバイオサイエンスの取締役に就任予定の当社理事山田

雅雄を含め、社員が移籍いたします。また、当社は株式会社ＧＰバイオサイエンスが実

施する増資に応募いたします。

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 85/128



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,275,4761,663,5541.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 578,082 352,603 1.8 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 6,862 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,079,003772,250 2.1
平成22.４.１～

平成25.３.29

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 16,781 － －

その他有利子負債 － － － －

合計 2,932,5612,812,051－ －

　（注）１　平均利率については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予

定額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超６年以内
（千円）

長期借入金 259,600 112,650 400,000 － －

リース債務 9,204 5,651 865 905 154

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（千円） 3,936,575　 3,819,118 2,914,8152,350,937　　

税金等調整前四半期純利益金

額又は税金等調整前四半期

純損失金額（△）（千円）

151,942　 2,824　　 △343,869　　 △919,784　

四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
127,860 39,509　 △352,739　 △1,600,565　

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（円）

9.20　 2.84　 △25.38 △115.18　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,667,499 827,763

受取手形 ※1
 460,067 175,050

売掛金 ※1
 2,261,890

※1
 1,424,681

商品 171,122 －

製品 1,771,872 －

原材料 631,647 －

商品及び製品 － 2,369,846

仕掛品 421,102 361,654

貯蔵品 84,851 －

原材料及び貯蔵品 － 639,439

前払費用 73,921 67,303

未収入金 ※1
 388,142

※1
 104,511

繰延税金資産 148,227 －

その他 1,066 ※1
 31,808

貸倒引当金 － △41,986

流動資産合計 8,081,412 5,960,073

固定資産

有形固定資産

建物 2,131,413 2,116,945

減価償却累計額 △752,519 △840,349

建物（純額） 1,378,893 1,276,595

構築物 114,187 117,114

減価償却累計額 △64,399 △71,172

構築物（純額） 49,788 45,941

機械及び装置 991,526 903,391

減価償却累計額 △793,152 △755,460

機械及び装置（純額） 198,374 147,930

車両運搬具 1,098 1,098

減価償却累計額 △925 △999

車両運搬具（純額） 172 99

工具、器具及び備品 2,119,566 1,882,998

減価償却累計額 △1,587,589 △1,625,765

工具、器具及び備品（純額） 531,976 257,233

土地 1,736,712 1,736,712

リース資産 － 7,780

減価償却累計額 － △987

リース資産（純額） － 6,792

建設仮勘定 102,701 26,489

有形固定資産合計 3,998,618 3,497,795

無形固定資産

ソフトウエア 92,370 192,705

特許権 27,604 427

その他 3,894 3,725

無形固定資産合計 123,868 196,858
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 384,928 121,229

関係会社株式 920,914 762,517

破産更生債権等 5,080 5,279

差入保証金 150,036 151,204

保険積立金 256,455 267,558

繰延税金資産 480,887 －

その他 8,310 5,080

貸倒引当金 △5,080 △5,279

投資損失引当金 － △129,284

投資その他の資産合計 2,201,532 1,178,306

固定資産合計 6,324,019 4,872,960

資産合計 14,405,431 10,833,033

負債の部

流動負債

支払手形 743,572 ※1
 468,471

買掛金 ※1
 1,913,664

※1
 776,178

短期借入金 980,000 1,400,082

1年内返済予定の長期借入金 578,082 352,603

未払金 312,366 ※1
 161,474

リース債務 － 1,126

賞与引当金 208,658 137,998

為替予約 64,861 54,409

事業構造改善引当金 － 287,312

未払法人税等 53,341 40,779

その他 54,712 38,452

流動負債合計 4,909,258 3,718,888

固定負債

長期借入金 1,079,003 772,250

リース債務 － 5,859

退職給付引当金 1,049,542 1,161,606

受入保証金 13,190 13,190

繰延税金負債 － 4,307

固定負債合計 2,141,735 1,957,213

負債合計 7,050,993 5,676,102
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,320,241 3,320,241

資本剰余金

資本準備金 3,387,658 3,387,658

資本剰余金合計 3,387,658 3,387,658

利益剰余金

利益準備金 73,359 73,359

その他利益剰余金

特別償却準備金 16,772 6,276

配当準備積立金 600,000 530,000

繰越利益剰余金 △14,194 △2,099,696

利益剰余金合計 675,937 △1,490,061

自己株式 △252 △286

株主資本合計 7,383,584 5,217,552

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,315 △6,212

繰延ヘッジ損益 △38,462 △54,409

評価・換算差額等合計 △29,146 △60,621

純資産合計 7,354,437 5,156,931

負債純資産合計 14,405,431 10,833,033
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 10,068,393 8,155,428

商品売上高 3,936,024 3,029,113

売上高合計 14,004,417 11,184,542

売上原価

製品期首たな卸高 1,642,396 1,771,872

当期製品製造原価 7,144,682 6,397,665

合計 8,787,078 8,169,537

製品他勘定振替高 ※1
 105,182

※1
 96,648

製品期末たな卸高 1,771,872 2,276,035

製品売上原価 ※9
 6,910,024

※9
 5,796,853

商品期首たな卸高 137,658 171,122

当期商品仕入高 3,569,109 2,616,444

合計 3,706,768 2,787,567

商品他勘定振替高 ※2
 296,018

※2
 317,899

商品期末たな卸高 171,122 93,811

商品売上原価 ※9
 3,239,627

※9
 2,375,856

売上原価合計 10,149,651 8,172,709

売上総利益 3,854,766 3,011,832

販売費及び一般管理費

販売促進費 105,000 105,060

荷造運搬費 60,238 51,385

広告宣伝費 75,411 80,320

給料及び手当 1,034,250 1,020,513

賞与 184,566 172,280

賞与引当金繰入額 103,078 66,811

退職金 431 －

退職給付費用 45,415 83,416

福利厚生費 164,026 167,426

交際費 6,613 5,507

旅費及び交通費 151,323 152,646

通信費 64,639 53,136

水道光熱費 18,472 19,608

消耗品費 42,050 22,024

租税公課 58,213 49,711

減価償却費 120,525 116,247

修繕費 806 446

保険料 56,655 51,373

賃借料 176,889 179,176

研究開発費 ※4
 686,276

※4
 455,752

雑費 550,448 377,353

販売費及び一般管理費合計 3,705,333 3,230,199

営業利益又は営業損失（△） 149,432 △218,366

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 90/128



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息 1,359 1,333

受取配当金 12,901 10,202

仕入割引 126 83

経営指導料 ※3
 63,109 －

研究開発補助金 29,065 27,404

受取家賃 16,517 ※3
 17,263

雑収入 ※3
 44,491

※3
 20,865

営業外収益合計 167,571 77,151

営業外費用

支払利息 39,496 45,065

手形売却損 21,312 13,632

売上債権売却損 － 20,032

為替差損 11,138 40,209

投資有価証券売却損 － 128

不動産賃貸費用 3,433 －

営業外費用合計 75,381 119,067

経常利益又は経常損失（△） 241,622 △260,282

特別利益

関係会社株式売却益 － 35,000

特別利益合計 － 35,000

特別損失

固定資産売却損 ※5
 19,008 －

固定資産除却損 ※6
 86,558

※6
 76,990

投資有価証券評価損 87,017 242,369

減損損失 － ※8
 194,638

事業構造改善費用 － ※7
 646,512

関係会社支援損 99,189 －

ゴルフ会員権評価損 － 2,830

特別損失合計 291,774 1,163,341

税引前当期純損失（△） △50,152 △1,388,624

法人税、住民税及び事業税 26,000 25,000

法人税等調整額 △81,857 613,417

法人税等合計 △55,857 638,417

当期純利益又は当期純損失（△） 5,705 △2,027,041
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【製造原価明細書】
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前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  3,492,11448.6 2,924,90544.9

Ⅱ　外注加工費  1,619,01522.5 1,442,12222.2

Ⅲ　労務費  1,388,37719.3 1,388,70021.3

Ⅳ　経費 ※１ 686,614 9.6 755,342 11.6
当期総製造費用 ※３ 7,186,122100.0 6,511,071100.0

期首仕掛品たな卸高  706,434 421,102 

合計  7,892,556 6,932,173 

期末仕掛品たな卸高  421,102 361,654 

他勘定振替高 ※２ 326,772 172,854 

当期製品製造原価  7,144,682 6,397,665 

（脚注）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１　原価計算の方法

　当社の原価計算は、量産品については製品グループ別総

合原価計算による実際原価計算であり、個別受注品につ

いては個別原価計算による実際原価計算であります。

１　原価計算の方法

同左

２※１　経費の主な内訳は、次の通りであります。 ２※１　経費の主な内訳は、次の通りであります。

 （単位：千円）

減価償却費 261,952

賃借料 85,840

旅費交通費 68,387

消耗品費 49,109

運送費 22,175

水道光熱費 33,838

 （単位：千円）

減価償却費 317,463

賃借料 85,724

旅費交通費 64,824

消耗品費 49,671

運送費 17,841

水道光熱費 37,936

※２　他勘定への振替高の内訳は、次の通りであります。 ※２　他勘定への振替高の内訳は、次の通りであります。

 （単位：千円）

研究開発費 297,646

たな卸資産廃棄損 3,684

販売費及び一般管理費 25,441

合計 326,772

 （単位：千円）

研究開発費 200,498

たな卸資産廃棄損 1,385

販売費及び一般管理費 △29,029

合計 172,854

※３　当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次の通

りであります。

※３　当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次の通

りであります。

 （単位：千円）

賞与引当金繰入額 96,775

退職給付費用 43,811

 （単位：千円）

賞与引当金繰入額 67,357

退職給付費用 74,894
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,320,170 3,320,241

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

当期変動額合計 71 －

当期末残高 3,320,241 3,320,241

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,387,658 3,387,658

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,387,658 3,387,658

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 73,359 73,359

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 73,359 73,359

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 29,427 16,772

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △12,654 △10,496

当期変動額合計 △12,654 △10,496

当期末残高 16,772 6,276

配当準備積立金

前期末残高 672,000 600,000

当期変動額

配当準備積立金の取崩 △72,000 △70,000

当期変動額合計 △72,000 △70,000

当期末残高 600,000 530,000

別途積立金

前期末残高 1,340,000 －

当期変動額

別途積立金の取崩 △1,340,000 －

当期変動額合計 △1,340,000 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,306,232 △14,194

当期変動額

特別償却準備金の取崩 12,654 10,496

配当準備積立金の取崩 72,000 70,000

別途積立金の取崩 1,340,000 －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益 5,705 △2,027,041

当期変動額合計 1,292,037 △2,085,502

当期末残高 △14,194 △2,099,696

利益剰余金合計

前期末残高 808,554 675,937

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

配当準備積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益 5,705 △2,027,041

当期変動額合計 △132,616 △2,165,998

当期末残高 675,937 △1,490,061

自己株式

前期末残高 △252 △252

当期変動額

自己株式の取得 － △33

当期変動額合計 － △33

当期末残高 △252 △286

株主資本合計

前期末残高 7,516,130 7,383,584

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益又は当期純損失（△） 5,705 △2,027,041

自己株式の取得 － △33

当期変動額合計 △132,545 △2,166,031

当期末残高 7,383,584 5,217,552

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

 95/128



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 36,253 9,315

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△26,937 △15,528

当期変動額合計 △26,937 △15,528

当期末残高 9,315 △6,212

繰延ヘッジ損益

前期末残高 6,703 △38,462

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△45,166 △15,946

当期変動額合計 △45,166 △15,946

当期末残高 △38,462 △54,409

評価・換算差額等合計

前期末残高 42,957 △29,146

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72,103 △31,474

当期変動額合計 △72,103 △31,474

当期末残高 △29,146 △60,621

純資産合計

前期末残高 7,559,087 7,354,437

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 71 －

剰余金の配当 △138,322 △138,957

当期純利益又は当期純損失（△） 5,705 △2,027,041

自己株式の取得 － △33

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,103 △31,474

当期変動額合計 △204,649 △2,197,506

当期末残高 7,354,437 5,156,931
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

売買目的有価証券

    時価法（売却原価は移動平均法により

算定）

売買目的有価証券

同左

 満期保有目的の債券

    償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

同左

 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 　なお、決算期末日において売買目的　　　　

　　　有価証券及び満期保有目的の債券に

該当す有価証券はありません。

　なお、決算期末日において売買目的　　　　

　　　　　　　　　　　有価証券及び満期保有目的

の債券に該当す有価証券はありません。

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  通常の販売目的で保有するたな卸資産

移動平均法による原価法 (貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

  通常の販売目的で保有するたな卸資産

同左

　　　　　　

　　　　　　

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得した

建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額等について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益および

税引前当期純利益はそれぞれ30,302千

円減少しております。

（会計方針の変更）

          ―――――――――　
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

３　固定資産の減価償却の方

法

(追加情報)　

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益および

税引前当期純利益はそれぞれ5,791千円

減少しております。

(追加情報)　

　平成20年度の法人税法の改正に伴い、

当事業年度より、機械装置の耐用年数の

見積もりの変更を実施いたしました。

　これにより営業利益、経常利益および

税引前当期純利益はそれぞれ4,561千円

減少しております。　

　

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

  ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいて定額法によっておりま

す。

　なお、償却年数については、法人税法に

規定する方法と同一基準によっておりま

す。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 (3）リース資産

―――――――――　

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

  価額を零とする定額法を採用してお

　　ります。 

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し,回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）投資損失引当金             

―――――――――

(2）投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備
えるめ、その財政状態等を勘案して必
要と認められる金額を計上しておりま
す。 　

(追加情報)

当事業年度において、関係会社への投
資に対する損失に備えるため、財務健
全性の観点から投資損失引当金を設定
しております。
これにより、繰入額を事業構造改善費
用として特別損失に計上した結果、税
引前当期純利益が129,284千円減少し
ております。

 (3）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、当社

給与規程に基づく支給見込額のうち当事

業年度に対応する見積額を計上しており

ます。

(3）賞与引当金

同左

 (4）事業構造改善引当金             

―――――――――

(4）事業構造改善引当金

　事業構造改善のため、今後発生が見込

まれる費用及び損失について、合理的に

見積もられる金額を計上しております。

(追加情報)

　当事業年度において、事業構造改善の

ために今後発生が見込まれる費用及び

損失について、事業構造改善引当金を設

定しております。

　　 これにより、繰入額を事業構造改善　費

用として特別損失に計上した結果、税

引前当期純利益が287,312千円減少し

ております。 

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

 (5）退職給付引当金

  従業員の退職給付の支給に充てるた

め、期末在籍従業員の退職時に見込まれ

る退職給付支給予測額を、予想支給日か

ら決算期末日現在まで割り引いた現在価

値（将来支給額予測現価方式）で計上し

ております。

　なお、割引率は平均残存勤務期間を考慮

して、償還期間10年の国債の直近５年間

の利率の平均値である1.60％（前事業年

度は1.39％）を適用しております。割引

率変更による差異及び数理計算上の差異

の発生額は発生年度に一括費用処理して

おります。

(5）退職給付引当金

  従業員の退職給付の支給に充てるた

め、期末在籍従業員の退職時に見込まれ

る退職給付支給予測額を、予想支給日か

ら決算期末日現在まで割り引いた現在価

値（将来支給額予測現価方式）で計上し

ております。

　なお、割引率は平均残存勤務期間を考慮

して、償還期間10年の国債の直近５年間

の利率の平均値である1.50％（前事業年

度は1.60％）を適用しております。割引

率変更による差異及び数理計算上の差異

の発生額は発生年度に一括費用処理して

おります。
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

６　リース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

―――――――――

７　重要なヘッジ会計の方針 (1） ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて

振当処理の要件を充たしている場合に

は振当処理を、金利スワップについて特

例処理の条件を充たしている場合には

特例処理を採用しております。

(1） ヘッジ会計の方法

同左

 (2） ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段・・為替予約  

(2） ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段・・　　同左

 　　ヘッジ対象・・原材料・商品輸

入による外貨建

買入債務

　　ヘッジ対象・・　　同左

　　　　

　　　

 ｂ．ヘッジ手段・・金利スワップ  ｂ．ヘッジ手段・・　　同左

 　　ヘッジ対象・・長期借入金 　　ヘッジ対象・・　　同左　

 (3）ヘッジ方針

　金利リスクの低減ならびに金融収支改

善のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

(3） ヘッジ方針

　　　　　　　同左

 (4） ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。

  ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

(4） ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　同左

 

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

―――――――――　 （その他有価証券の評価方法）　　

  その他有価証券の時価あるものの評価差額の処理方法に

ついては、従来、部分純資産直入法により処理しておりまし

たが、市場価格の変動による連結財務諸表の不安定性を回

避し、期間損益をより適正に反映するため、当事業年度よ

り、全部純資産直入法による処理に変更しております。

　これにより、税引前当期純利益は9,112千円増加しており

ます。 

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （リース取引に関する会計基準）　　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。　

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 　

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への

影響額は軽微であります。

 

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （損益計算書）　　

　売上債権売却損は、従来、販売費及び一般管理費に計上し

ておりましたが、金額的重要性が増加してきたため、当事業

年度より営業外費用に当該科目をもって掲記することとい

たしました。

　なお、前事業年度の販売費及び一般管理費に含まれる売上

債権売却損は21,229千円であります。 
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

 　　　　　　　　  ―――――――――　 （貸借対照表）　　

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「商品」「製品」「原材料」「仕掛品」「貯蔵品」として

掲記されていたものは、当事業年度から「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。

　なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品」「原材料」

「仕掛品」「貯蔵品」は、それぞれ93,811千円、

2,276,035千円、580,969千円、361,654千円、58,469千円であ

ります。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１　関係会社に係る注記 ※１　関係会社に係る注記

      区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

　　係会社に対するものは次のとおりであります。

      区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

　　係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 108,086千円

売掛金 339,904千円

未収入金 340,272千円

買掛金 165,351千円

売掛金 150,098千円

未収入金 84,048千円

短期貸付金 30,000千円

支払手形 101,404千円

買掛金 57,556千円

未払金 4,819千円

２　受取手形割引残高 1,006,692千円 ２　受取手形割引残高 596,180千円

３　偶発債務

　　連結子会社借入金保証

被保証者  保証債務残高  被保証債務の内容

モリテックス香

港有限公司  

 257,400千円

( 20,000千

香港ドル)

 

設備資金の借入について、

債務保証を行なっており

ます。

３　偶発債務

　　連結子会社借入金保証

被保証者  保証債務残高  被保証債務の内容

モリテックス香

港有限公司  

 285,300千円

(22,500千

香港ドル)

 

設備資金の借入につい

て、債務保証を行なって

おります。

モリテックス
SINGAPORE PTE.
LTD.  

  2,359千円

(36千シンガ

ポ ールド

ル)

 

事務所の賃貸料につい

て、債務保証を行なって

おります。
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（損益計算書関係）
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

※１　製品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１　製品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

建設仮勘定 32千円

研究開発費 22,787千円

工具、器具及び備品 18,747千円

販売促進費 59,185千円

販売費及び一般管理費 4,429千円

合計 105,182千円

建設仮勘定 360千円

研究開発費 13,405千円

工具、器具及び備品 34千円

販売促進費 18,234千円

販売費及び一般管理費 64,613千円

合計 96,648千円

※２　商品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※２　商品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

製造原価 275,403千円

工具、器具及び備品 11,156千円

販売費及び一般管理費 9,458千円

合計 296,018千円

製造原価 296,929千円

工具、器具及び備品 95千円

販売費及び一般管理費 20,874千円

合計 317,899千円

※３　関係会社との取引により発生したのは次のとおりで

あります。

※３　関係会社との取引により発生したのは次のとおりで

あります。

経営指導料 63,109千円

雑収入 2,566千円

合計 65,675千円

受取家賃 3,013千円

雑収入 1,940千円

合計 4,954千円

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 686,276千円

当期製造費用 － 

合計 686,276千円

一般管理費 455,752千円

当期製造費用 － 

合計 455,752千円

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

土地 18,242千円

工具、器具及び備品 766千円

合計 19,008千円

　５

 　　　 　　　　 ―――――――――　

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 12,148千円

機械及び装置 43,121千円

工具、器具及び備品 29,291千円

ソフトウエア 1,997千円

合計 86,558千円

建物 560千円

機械及び装置 19,842千円

工具、器具及び備品 29,535千円

特許権 27,052千円

合計 76,990千円

　７　

―――――――――

※７　事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。

関係会社株式評価損    190,032千円

投資損失引当金繰入額 129,284千円

貸倒引当金繰入額 39,883千円

特別退職金 246,803千円

業務委託費 33,150千円

その他    7,359千円

合計 646,512千円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

　８　

―――――――――

※８　減損損失　

　　　当事業年度において,当社は以下の資産グループについ

て減損損失194,638千円を計上いたしました。

場所 用途 種類
金額

（千円）

光

応

用

機

器

さいたま事業

所
事業用資産

ソフトウエア 6,817

工具、器具及び備品 11,644

画像機器合計 18,462

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産

機械装置及び運搬具 26,133

建物及び構築物 9,196

工具、器具及び備品 10,828

FOCAL合計 46,158

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産 工具、器具及び備品 23,345

検査・計測機器合計 23,345

バ

イ

オ

関

連

横浜テクニカ

ルセンター
事業用資産

機械装置及び運搬具 1,699

建物及び構築物 37,636

工具、器具及び備品 67,336

ウェットバイオ合計 106,672

 減損損失合計 194,638

　当社は、事業用資産について各事業セグメントを基礎

としつつ、経営管理単位を勘案しグルーピングを行って

おります。

　上記の事業部に関しては、営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスとなっており、当初想定しておりまし

た収益が見込めなくなったため減損損失を認識いたし

ました。

　回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを5.44%で割り引いて算定しております。

※９　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　113,395千円　　

※９　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　175,995千円　　

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

107/128



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
　前事業年度末
　　　株式数
　　   (株)

　　当事業年度
　　増加株式数
　　　 (株)

　　当事業年度
　　減少株式数
　　　 (株)

　当事業年度末
　　　株式数
　　　 (株)

　　　　　 普通株式 228 － － 228

合計 228 － － 228

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
　前事業年度末
　　　株式数
　　   (株)

　　当事業年度
　　増加株式数
　　　 (株)

　　当事業年度
　　減少株式数
　　　 (株)

　当事業年度末
　　　株式数
　　　 (株)

　　　　　 普通株式 228 60 － 288

合計 228 60 － 288

（注）当事業年度の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具及び備
品

11,382 7,581 3,800

合計 11,382 7,581 3,800

　(2）未経過リース料期末残高相当額

 １年内 1,858千円

 １年超 2,327千円

合計 4,185千円

　(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,979 千円

 減価償却費相当額 1,752 千円

 支払利息相当額 188 千円

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引（リース取引開始日

が「リース取引に関する会計基準」適用初年度開始後のも

の）

(1）リース資産の内容

有形固定資産

  主として、事業所における通信機器「工具、器具及び

備品」であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

 

  なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引(リース取引

開始日が「リース取引に関する会計基準」適用初年度開

始前のもの)については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりますが、重要性に

乏しいため、記載を省略しております。

　(4）減価償却費相当額の算定方法は、定額法によってお　

ります。

　(5）利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産

計上価額との差額を利息相当額とし、各期への配方法

については、利息法によっております。

 

（減損損失について）

　  リース資産に配分された減損損失はありません。

 

 

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

 １年内 800千円

 １年超 ―  

合計 800千円

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

　　　　　　　　―――――――――

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成21年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

 

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （単位：千円）

税務上の繰越欠損金 549,906

退職給付引当金 427,163

たな卸資産 55,471

投資有価証券 36,575

一括償却資産 8,655

賞与引当金 84,923

未払事業税 6,793

繰延ヘッジ損失 26,398

その他 1,038

繰延税金資産小計 1,196,926

評価性引当額 △549,906

繰延税金資産合計 647,020

（繰延税金負債）     

特別償却準備金 11,511

その他有価証券評価差額金 6,393

繰延税金負債合計 17,905

繰延税金資産の純額 629,114

（繰延税金資産） （単位：千円）

税務上の繰越欠損金 678,862

退職給付引当金 472,773

事業構造改善引当金 116,936

投資損失引当金 52,618

たな卸資産 90,087

子会社株式 77,343

投資有価証券 43,565

有形固定資産 76,443

ソフトウエア 2,774

一括償却資産 10,189

貸倒引当金 18,166

賞与引当金 56,165

未払事業税 1,628

繰延ヘッジ損益 22,144

繰延税金資産小計 1,719,698

評価性引当額 △1,719,698

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）     

特別償却準備金 4,307

繰延税金負債合計 4,307

繰延税金負債の純額 4,307

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

（調整）   

繰越欠損金の活用 157.08％

交際費等永久に損金に算入されない項目 △34.57％

住民税均等割 △51.83％

その他 △0.03％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 111.35％

 

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略して

おります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額       529円26銭

１株当たり当期純利益金額       ０円41銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  ０円41銭

１株当たり純資産額   371円12銭

１株当たり当期純損失  △145円88銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載していません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額         

　当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 5,705 △2,027,041

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
5,705 △2,027,041

期中平均株式数（株） 13,834,894 13,895,679

         

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額
        

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 71,000
－

 　（うち第２回新株予約権） (71,000)

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

 　　　　　　　　　　 － 第２回新株予約権    38,000株
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（１）子会社との合併

　当社は、平成21年２月26日開催の取締役会において、連結子会社であるモリテックス販売株式会社を平成21

年４月１日を合併期日として吸収合併することを決議し、平成21年４月１日に合併いたしました。

1 合併の目的

グループの経営資源の集中と経営効率化を図るため、同社の吸収合併をいたしました。

2 合併の要旨

① 合併期日（効力発生日）

平成21年４月１日

② 合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、モリテックス販売株式会社は解散いたしました。

③ 合併比率

当社はモリテックス販売株式会社の全株式を所有しているので、合併による新株の発行および資本金

の増加は行いません。

④ 会計処理の概要

企業結合に係る会計基準上、共通支配下の取引に該当します。

⑤ 取引の引継

モリテックス販売株式会社の平成21年４月１日現在の貸借対照表、その他同日現在の計算を基礎とし、

一切の資産、負債および権利義務を当社に引継ぎをいたしました。

⑥ モリテックス販売株式会社の概要

・事業内容

光応用機器事業、機能性材料事業及びこれらに付帯する事業

・最近事業年度末（平成21年３月31日現在）の資産、負債及び純資産の額

資産　　　　　　　　　　　　　293,581千円

負債　　　　　　　　　　　　　 57,411千円

純資産　　　　　　　　　　　　236,169千円

・直近期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）の売上高及び当期純利益

売上高　　　　　　　　　　　1,077,910千円

当期純利益　　　　　　　　　　 33,338千円

・従業員数（平成21年３月31日現在）　 　　６名

 

（２）子会社の解散

当社は、平成21年３月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社コルクを平成21年３

月30日に解散し、清算することを決議し、解散いたしました。

1 解散の目的

株式会社コルクは当社グループの中で派遣・保険代理業の専門の会社として事業展開を図っておりました

が、この度グループ経営の効率化に向けた事業見直しの結果、当該子会社の解散および清算をすることとい

たしました。

2 株式会社コルクの概要

・事業内容

一般労働者派遣業、損害保険代理業、生命保険代理業及びこれらに付帯する事業

・最近事業年度末（平成21年３月30日現在）の資産、負債及び純資産の額

資産　　　　　　　　　　　　　27,129千円

負債　　　　　　　　　 　　　　4,488千円

純資産　　　　　　　　　　　　22,640千円

3　解散による会社の損失見込額　　　　　重要な影響はございません。

4　解散が営業活動等へ及ぼす重要な影響　重要な影響はございません。
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（３）早期退職優遇制度

当社は、平成21年３月26日開催の取締役会において早期退職者の募集を実施することを決議いたしました。

1　早期退職者募集の理由

環境変化に対応しうる収益構造の改善を達成し、将来にわたり安定かつ健全な経営を続けていくこと

を期して、早期退職者の募集を実施いたしました。

2　早期退職者募集の概要

募集対象者 正社員100名　(勤続年数および年齢制限無し)

3　募集期間　　平成21年４月１日から平成21年４月30日

4　退職日　　　平成21年５月31日

5　優遇措置

所定の退職金に特別加算額を上乗せ支給します。さらに、希望者に対しては、再就職支援会社を通じた

再就職支援を行います。

6　損益に与える影響 

事業構造改善費用として、当事業年度の損益に計上済みであります。

 

（４）事業の譲渡

当社は、平成21年３月19日開催の取締役会において株式会社ＧＰバイオサイエンスにバイオ関連事業内のグ

ライコミクス研究に属する糖鎖関連事業（以下「本件事業」という。）を売却することを決議いたしまし

た。

1　事業譲渡の目的

当社における本件事業の位置づけ及び当社のその他の事業とのシナジー効果等を検討した結果、事業

価値を最大化するために、本件事業については本事業領域をコアとする他社への事業譲渡により経営

基盤の強化を図ることが適切であると判断いたしました。

2　事業譲渡の内容

①本件事業の内容

バイオ関連事業内のグライコミクス研究に属する糖鎖関連事業

②本件事業の第37期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）における経営成果

営業損失　　　　　　　　119,091千円　

経常損失　　　　　　　　119,091千円

（注）当該部門は研究開発部門であるため、売上高はありません。

③譲渡資産、負債の項目および金額（平成21年３月31日現在）

たな卸資産　　　　　　　 15,990千円

固定資産　　　　　　　　 30,635千円

計　　　　　　　　　　　 46,626千円　

（注）負債はありません。

④譲渡日　平成21年５月１日

⑤譲渡価額

　平成21年３月31日現在の帳簿価額を基準として、最大65百万円を限度として、保有する有形及び無形の資

産を帳簿価額で売却する予定であります。

⑥決済方法

　たな卸資産については平成22年３月31日までの決済といたします。固定資産については、平成22年４月１

日を第１回、平成23年４月１日を第２回、平成24年４月１日を第３回とする３回分割での決済といたしま

す。

3　事業譲渡先の概要

 

（１）商号 株式会社ＧＰバイオサイエンス

（２）事業内容 グライコミクス関連事業

（３）設立年月日 平成21年２月27日

（４）本店所在地 札幌市西区八軒10条東３丁目１番28号

（５）製造場所 モリテックス横浜テクニカルセンター内

（６）代表者の役職・氏名 代表取締役 高畠末明

当社との関係：事業譲渡に伴い、株式会社ＧＰバイオサイエンスの取締役に就任予定の当社理事山田

雅雄を含め、社員が移籍いたします。また、当社は株式会社ＧＰバイオサイエンスが実

施する増資に応募いたします。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

 

 

投資有価証券

 

 

 

その他有

価証券

 

㈱新川 35,101 36,751

IDEC㈱ 51,000 26,826

㈱ジェネティックラボ 1,642 11,067

テクノセンターLTD.（香港） 750,000 9,510

新光技研㈱ 100 7,500

理研計器㈱ 10,437 5,532

富士機械製造㈱ 5,000 4,000

㈱りそなホールディングス 3,000 3,930

㈱みずほフィナンシャルグループ 17,000 3,196

野村ホールディングス㈱ 5,000 2,475

EDGE TECHNOLOGIES,INC. 200,000 2,436

㈱不二越    1,336 201

財形住宅金融㈱ 1 200

沖電線㈱ 236 34

計 1,079,853 113,660

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券
安田PW投信67311007ファンド 1,000 7,569

計 1,000 7,569
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 2,131,41334,113
48,582

 (46,832)
2,116,945840,349 89,0191,276,595

構築物 114,187 2,926 － 117,114 71,172 6,772 45,941

機械及び装置 991,526 65,325
153,460

(27,833)
903,391 755,460 63,986 147,930

車両運搬具 1,098 － － 1,098 999 73 99

工具、器具及び備品 2,119,566132,835
369,403

(113,154)
1,882,9981,625,765258,653 257,233

土地 1,736,712 － － 1,736,712 － － 1,736,712

リース資産 － 7,780 － 7,780 987 987 6,792

建設仮勘定 102,701 57,208 133,419 26,489 － － 26,489

有形固定資産計 7,197,205300,189
704,865

(187,820)
6,792,5293,294,734419,4933,497,795

無形固定資産        

ソフトウエア 218,684151,685
6,817

(6,817)
363,552 170,846 44,532 192,705

特許権 55,343 － 50,343 5,000 4,572 125 427

その他 4,344 － － 4,344 618 168 3,725

無形固定資産計 278,371151,685
57,160

(6,817)
372,896 176,037 44,825 196,858

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置　    　非球面レンズ成形機  　　　　　 　　　　　　　　　 　　　58,277千円

工具、器具及び備品　蛍光Ｘ線分析装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,700千円

ＥＸ－ＭＵＬＴＩ－１Ａ－４０Ｅ　　　　　　　　　　　 　  6,574千円

肥満遺伝子検査装置　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　 8,530千円 

ソフトウエア　　　　生産管理システム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 101,710千円 

２  当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置　　  　調芯装置等          　　　　　　　　　　　　　　　　　  82,933千円

工具、器具及び備品　パラレル合成自動化装置　　　　　　　　　　　　　　　　　20,757千円 

食品中残留農薬前処理装置　　　　　　　　　　　　　　　　16,000千円

ＳＰＲバイオセンサー技術関連　　　　　　　　　　　　　　25,000千円

ＤＮＡチップ製造技術関連　　　　　　　　　　　　 　　　 15,000千円 

３　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 5,080 42,192 － 7 47,265

投資損失引当金 － 129,284 － － 129,284

賞与引当金 208,658 479,435 550,095 － 137,998

事業構造改善引当金 － 287,312 － － 287,312

（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、回収による取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

　現金 5,985

　預金の種類  

　当座預金 296,040

　普通預金 235,039

　外貨預金 290,534

　別段預金 163

　　　　　　　　　　　計 821,778

合計 827,763

ロ　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

　　㈱東北モリテックス 27,685

    紀伊産業㈱ 17,640

    ㈱三ツワフロンテック 14,291

    遠藤科学㈱ 14,204

    ㈱フジクラ 11,890

　　その他 89,337

合計 175,050

(ロ）期日別内訳

EDINET提出書類

株式会社モリテックス(E02327)

有価証券報告書

117/128



期日 受取手形（千円）

平成21年４月 10,559

平成21年５月 8,758

平成21年６月 14,596

平成21年７月 124,761

平成21年８月 15,485

平成21年９月 888

合計 175,050

ハ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

    ㈱フジミック 81,345

　　LEO SYSTEM CO.,LTD. 68,554

    ㈱ニコンインステック 59,022

    モリテックスU.S.A.,INC. 54,867

    モリテックスEUROPE LTD. 54,118

　　その他 1,106,775

合計 1,424,681

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

A B C D
C

─────
A ＋ B

× 100
A ＋ D
─────
２

÷
B

───
365

2,261,89011,184,54212,021,7511,424,681 89.4 60.2

　（注）　消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ　商品及び製品

区分 金額（千円）

商品 

　機能性商品

 

56,791

　光機商品 37,020

小計 93,811
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製品 

　マシンビジョンシステム

 

1,691,818

　画像機器 294,045

　光通信機器関連 114,825

　バイオ関連 171,552

　その他製品 3,792

小計 2,276,035

合計 2,369,846

ホ　仕掛品

区分 金額（千円）

　マシンビジョンシステム 223,052

　画像機器 101,512

　光通信機器関連 17,278

　バイオ関連 17,460

　その他 2,350

合計 361,654

ヘ　原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）
 
原材料 

　マシンビジョンシステム
332,543

　画像機器 123,549

　光通信機器関連 45,395

　バイオ関連 75,523

　その他製品 3,958

小計 580,969

貯蔵品 

　光ファイバ紡糸機用白金
58,469

小計 58,469

合計 639,439

②　固定資産

イ　関係会社株式
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銘柄 金額（千円）

　（子会社株式）  

　　モリテックス香港有限公司 328,052

　  モリテックスSINGAPORE PTE.LTD. 151,715

　　モリテックスU.S.A.,INC. 90,782

　　モリテックスEUROPE LTD. 53,767

　　モリテックス販売㈱ 31,500

　　㈱コルク 30,000

　（関連会社株式）  

  センサーテクノロジー㈱ 56,700

　㈱モリテックス・プレシジョン 20,000

合計 762,517

③　流動負債

イ　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

　  センサーテクノロジー㈱ 101,407

　　㈱ワタナベ光機 45,368

　　ＣＢＣ㈱ 20,776

    テリー商事㈱ 20,107

    ㈱幸大ハイテック 18,153

　　その他 262,658

合計 468,471

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月 125,114

平成21年５月 129,612

平成21年６月 132,107

平成21年７月 81,636

合計 468,471

ロ　買掛金

相手先 金額（千円）

　　みずほ信託銀行㈱　* 448,317

    プライムテックエンジニアリング㈱ 35,971

　　モリテックスU.S.A.,INC. 31,901

　　富士シリシア化学㈱ 25,490

 　 キャリパーライフサイエンス日本支社 13,417

　　その他 221,079

合計 776,178

   *一括支払信託によるものであります。

ハ　短期借入金
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相手先 金額（千円）

　SCHOTT AG 500,082

　㈱りそな銀行 400,000

　㈱みずほコーポレート銀行 200,000

　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 150,000

　㈱三井住友銀行 150,000

合計 1,400,082

④　固定負債

イ　長期借入金

相手先 金額（千円）

　㈱みずほコーポレート銀行 379,000

　㈱三井住友銀行 300,000

　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 64,000

　日本生命保険相互会社 29,250

合計 772,250

ロ　退職給付引当金

区分 金額（千円）

　退職給付債務 1,161,606

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 ―――――――――

買取手数料

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未

満株式の数で按分した金額とする。

(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下　　　　　　　 　の金額につき　1.150％

100万円を超え　　500万円以下の金額につき　0.900％

500万円を超え　1,000万円以下の金額につき　0.700％

1,000万円を超え　3,000万円以下の金額につき　0.575％

3,000万円を超え　5,000万円以下の金額につき　0.375％

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。）

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、

2,500円とする。

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子

公告による公告をすることができないときには、日本経済新聞に掲載す

るものとする。

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利以外の権利を有しておりませ

　　ん。　　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名

　　ショット日本ホールディング株式会社

　　SCHOTT Glaswerke Beteiligungs-GmbH

　　SCHOTT AG

 

 

２【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第36期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日関東財務局長に提出

(2）四半期報告書及び確認書

　　（第37期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に提出

　　（第37期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出

　　（第37期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出

(3）有価証券報告書の訂正報告書

平成20年９月18日関東財務局長に提出。

事業年度（第35期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書および事業年度（第36

期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(4）臨時報告書

平成20年10月30日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）及び第４号（提出会社の

主要株主）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年５月18日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与

える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成21年６月16日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月 17日 

株式会社モリテックス    

 取締役会　御中  

 協栄監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂野　好邦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　長一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社モリテックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

 

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

モリテックス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月17日 

株式会社モリテックス    

 取締役会　御中  

 協栄監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂野　好邦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　長一郎　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社モリテックスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
 
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
モリテックス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　追記情報

１．　会計方針の変更に記載のとおり、会社は、その他有価証券の時価のあるものにかかる評価差額の処理方法について、
従来、部分純資産直入法により処理していたが、当連結会計年度から全部純資産直入法による処理に変更している。

２．　重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は、平成21年3月26日開催の取締役会において早期退職者の募集
を実施することを決議している。

 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社モリテックスの平成21年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社モリテックスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する
形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月 17日 

株式会社モリテックス    

 取締役会　御中  

 協栄監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂野　好邦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　長一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社モリテックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社モリ

テックスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月17日 

株式会社モリテックス    

 取締役会　御中  

 協栄監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂野　好邦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　長一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社モリテックスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社モリ

テックスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．　会計方針の変更に記載のとおり、会社は、その他有価証券の時価のあるものにかかる評価差額の処理方法について、
従来、部分純資産直入法により処理していたが、当事業年度から全部純資産直入法による処理に変更している。

２．　重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は、平成21年3月26日開催の取締役会において早期退職者の募集
を実施することを決議している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で
別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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